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中 83 その他の生活関連サービ
ス業

法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中 83 その他の生活関連サービ
ス業

法人企業景気予測調査 内閣府・財
務省

四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 83 その他の生活関連サービ
ス業

中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 83 その他の生活関連サービ
ス業

エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積

中 83 その他の生活関連サービ
ス業

中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○
経
10

○
経
10

小 831 旅行業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
小 831 旅行業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

小 831 旅行業 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

小 831 旅行業 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

小 831 旅行業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
小 831 旅行業 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲

調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

小 831 旅行業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,
○厚32
①

○ ○ ○厚6

小 831 旅行業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 831 旅行業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
小 833 衣服裁縫修理業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

小 833 衣服縫製修理業 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

小 833 衣服縫製修理業 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

小 833 衣服縫製修理業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
小 833 衣服縫製修理業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

小 833 衣服裁縫修理業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 834 物品預り業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

小 834 物品預り業 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

小 834 物品預り業 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

小 834 物品預り業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
小 834 物品預り業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

小 834 物品預り業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 835 火葬・墓地管理業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

小 835 火葬・墓地管理業 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

小 835 火葬・墓地管理業 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

小 835 火葬・墓地管理業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,
○厚32
①

○ ○ ○厚6

小 835 火葬・墓地管理業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 836 冠婚葬祭業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

小 836 冠婚葬祭業 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

小 836 冠婚葬祭業 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

小 836 冠婚葬祭業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,
○厚32
①

○ ○ ○厚6

小 836 冠婚葬祭業 食品循環資源の再生利用等実態
調査

農林水産省 年 △ △ ○農16

小 836 冠婚葬祭業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 836 冠婚葬祭業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○経36 △ △ ○経41 △ ○経40 ○経42 ・8361葬儀業

○経41、売上高見通しにつ
いては、３、６、９、12月のみ
調査

小 836 冠婚葬祭業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 △ △ △ △ ○経41 △ ○経40 ○経42
○経43

・8362結婚式場業のみ
○経41、売上高見通しにつ
いては、３、６、９、12月のみ
調査

小 836 冠婚葬祭業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 △ △ △ △ ○経55 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○経56 △ △ ○経57 冠婚葬祭互助会を除き対象
小 839 他に分類されない生活関

連サービス業
サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13
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小 839 他に分類されない生活関
連サービス業

個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

小 839 他に分類されない生活関
連サービス業

個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

小 839 他に分類されない生活関
連サービス業

労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4

小 839 他に分類されない生活関
連サービス業

雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,
○厚32
①

○ ○ ○厚6

小 839 他に分類されない生活関
連サービス業

東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

小 839 他に分類されない生活関
連サービス業

中小企業経営調査 経済産業省 年 △ △ △ ○経1 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 写真現像・焼付業

小 839 他に分類されない生活関
連サービス業

経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 △ △ △ △ ○経55 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○経56 △ △ ○経57 写真現現像・焼付業

中 84 娯楽業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 84 娯楽業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総13
中 84 娯楽業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 84 娯楽業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 84 娯楽業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 84 娯楽業 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 84 娯楽業（映画・ビデオ制作
業を除く）

労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4

中 84 娯楽業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,
○厚32
①

○ ○ ○厚6

中 84 娯楽業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 84 娯楽業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 84 娯楽業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

小 841 映画館 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
小 841 映画館 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○ ○ ○経41 ○ ○経40 ○ ○経44 雇用見通し、売上高見通し

については、３、６、９、12月
のみ調査

小 841 映画館 商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71 ○ ○

小 842 興行場（別掲を除く），興
行団

社会教育調査 文部科学省 3年 △ △ △ △ △ △ 体育施設調査（ボクシング
場・野球場）・文化会館調査

小 842 興行場（別掲を除く），興
行団

東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

小 842 興行場（別掲を除く），興
行団

特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○ ○ ○経41 ○ ○経40 ○経45 雇用見通し、売上高見通し
については、３、６、９、12月
のみ調査

小 842 興行場（別掲を除く），興
行団

商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 843 競輪・競馬等の競走場，
競技団

賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 844 スポーツ施設提供業 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲
調査)､年
(乙調査)

△厚8 △ △ △ △ △厚20 △ ・8443　ゴルフ場業のみ

小 844 スポーツ施設提供業 社会教育調査 文部科学省 3年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 体育施設調査（全般）
小 844 スポーツ施設提供業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 844 スポーツ施設提供業 中小企業経営調査 経済産業省 年 △ △ △ ○経1 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○経7 ボーリング場のみ
小 844 スポーツ施設提供業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 △ △ △ ○経46

○経41
△ ○経40 △ ○経47 ・8443　ゴルフ場業のみ

○経41、売上高見通しにつ
いては、３、６、９、12月のみ
調査

小 844 スポーツ施設提供業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 △ △ ○経41 △ ○経40 △ ○経48 ○経47 ・8444　ゴルフ練習場のみ
○経41、売上高見通しにつ
いては、３、６、９、12月のみ
調査

小 844 スポーツ施設提供業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 △ △ ○経41 △ ○経40 ○経47
○経49

・8445　ボウリング場のみ
○経41、売上高見通しにつ
いては、３、６、９、12月のみ
調査

小 844 スポーツ施設提供業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 △ △ △ △ ○経55 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○経56 △ △ ○経57 ゴルフ場のみ対象
小 844 スポーツ施設提供業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 845 公園，遊園地 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 △ △ ○経41 △ ○経40 ○経45 ・8452遊園地（テーマパーク
を除く）、8453ﾃｰﾏﾊﾟｰｸのみ
○経41、売上高見通しにつ
いては、３、６、９、12月のみ
調査

小 845 公園，遊園地 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 △ △ △ △ ○経55 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○経56 △ △ ○経57 遊園地・テーマパークのみ
小 845 公園，遊園地 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 △ △ △ △ △ ○経64 △ △ △ ○経65 遊園地のみ対象
小 845 公園，遊園地 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 845 公園，遊園地 生産・出荷集中度調査 公正取引委
員会

2年 △

小 846 遊技場 中小企業経営調査 経済産業省 年 △ △ △ ○経1 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ パチンコホールのみ
小 846 遊技場 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○経50 △ △ ○経41 △ ○経40 △ ・8464パチンコホールのみ

○経41、売上高見通しにつ
いては、３、６、９、12月のみ
調査
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統　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　マ         ッ　　　　プ  (サービス分野）
基本属性 従業者数 労働費用 労働制度 資産・負債 損益 設備 その他 地域表章
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従
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数
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時
・
日
雇
数

 
出
向
・
派
遣

 
受
入
数

男
女
別

年
齢
別

求
人
数
・
就
職
者
数

退
職
者
数

そ
の
他

給
与
（
総
括
）

給
与
総
額

現
金
給
与
総
額

賞
与
・
期
末
手
当

福
利
厚
生
費

そ
の
他

労
働
日
数
・
休
暇

雇
用
保
険
制
度

定
年
制
度

労
働
時
間

そ
の
他

資
産
・
負
債
額

在
庫
額

有
形
固
定
資
産
額

無
形
固
定
資
産
額

借
入
金

そ
の
他

売
上
高
・
収
入
額

売
上
原
価

営
業
費
用

リ
ー
ス
料

そ
の
他

各
種
設
備

設
備
投
資
額

そ
の
他

電
子
商
取
引

そ
の
他

ブ
ロ
ッ
ク
別

都
道
府
県
別

市
町
村
別

そ
の
他

備
考

小 846 遊技場 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 △ △ △ △ △ ○経64 △ △ △ ○経65 ゲームセンターのみ対象
小 846 遊技場 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 849 その他の娯楽業 生産・出荷集中度調査 公正取引委
員会

2年 △

小 849 その他の娯楽業 社会教育調査 文部科学省 3年 △ △ △ △ △ △ ○ ○ 体育施設調査（ダンス場，漕
艇場，ヨット場(マリーナ))

小 849 その他の娯楽業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 849 その他の娯楽業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 85 廃棄物処理業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 85 廃棄物処理業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 85 廃棄物処理業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 85 廃棄物処理業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 85 廃棄物処理業 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 85 廃棄物処理業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
中 85 廃棄物処理業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

中 85 廃棄物処理業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 85 廃棄物処理業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、

○国5
名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 85 廃棄物処理業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 85 廃棄物処理業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

小 851 一般廃棄物処理業 一般廃棄物処理事業実態調査 環境省 年 ○環6 ○環7
小 851 一般廃棄物処理業 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲

調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

小 851 一般廃棄物処理業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
小 852 産業廃棄物処理業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
小 852 産業廃棄物処理業 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲

調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

小 852 産業廃棄物処理業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 86 自動車整備業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 ○ ○ 以上の他に「判断項目」も調
中 86 自動車整備業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 86 自動車整備業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 86 自動車整備業 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

中 86 自動車整備業 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

中 86 自動車整備業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 86 自動車整備業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 86 自動車整備業 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 86 自動車整備業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
中 86 自動車整備業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

中 86 自動車整備業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3
中 86 自動車整備業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、

○国5
名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 86 自動車整備業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 86 自動車整備業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

小 861 自動車整備業 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲
調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

小 861 自動車整備業 自動車分解整備業実態調査 国土交通省 年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○国28 △ △ ○国29 △ △ △ △ ○国30
小 861 自動車整備業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経8
小 861 自動車整備業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

中 87 機械等修理業（別掲を除 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 87 機械等修理業（別掲を除

く）
サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 87 機械等修理業（別掲を除
く）

水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 87 機械等修理業（別掲を除
く）

個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

中 87 機械等修理業（別掲を除
く）

個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

中 87 機械等修理業（別掲を除 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 87 機械等修理業（別掲を除

く）
法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中 87 機械等修理業（別掲を除
く）

法人企業景気予測調査 内閣府・財
務省

四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 87 機械等修理業（別掲を除 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
中 87 機械等修理業（別掲を除

く）
雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
○ ○ ○厚6
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固
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収
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市
町
村
別

そ
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他
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考

中 87 機械等修理業（別掲を除
く）

東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

中 87 機械等修理業（別掲を除
く）

中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 87 機械等修理業（別掲を除 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 87 機械等修理業（別掲を除

く）
中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

小 871 機械修理業 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲
調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

小 871 機械修理業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経8
小 871 機械修理業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経55 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経56 ○ ○ ○経57
小 871 機械修理業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 872 電気機械器具修理業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経55 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経56 ○ ○ ○経57
中 88 物品賃貸業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 88 物品賃貸業 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
中 88 物品賃貸業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 88 物品賃貸業 職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、
○人5

 ○ ○人2 ○人6

中 88 物品賃貸業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 88 物品賃貸業 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

中 88 物品賃貸業 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

中 88 物品賃貸業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 88 物品賃貸業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 88 物品賃貸業 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 88 物品賃貸業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
中 88 物品賃貸業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

中 88 物品賃貸業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 88 物品賃貸業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、

○国5
名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 88 物品賃貸業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経55 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経56 ○ ○ ○経57
中 88 物品賃貸業 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○経64 ○ ○ ○ ○経65
中 88 物品賃貸業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 88 物品賃貸業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

小 881 各種物品賃貸業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
小 881 各種物品賃貸業 特定サービス産業実態調査（平

成19年）
経済産業省 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○経10 ○ ○ ○ 政令指定都市表章あり

小 881 各種物品賃貸業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○経36 ○ ○ ○経37 ○ ○経38 売上高見通しについては、
３、６、９、12月のみ調査

小 881 各種物品賃貸業 商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 882 産業用機械器具賃貸業 特定サービス産業実態調査（平
成19年）

経済産業省 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○経10 ○ ○ ○ 政令指定都市表章あり

小 882 産業用機械器具賃貸業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○経36 ○ ○ ○経37 ○ ○経38 売上高見通しについては、
３、６、９、12月のみ調査

小 882 産業用機械器具賃貸業 商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 883 事務用機械器具賃貸業 特定サービス産業実態調査（平
成19年）

経済産業省 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○経10 ○ ○ ○ 政令指定都市表章あり

小 883 事務用機械器具賃貸業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○経36 ○ ○ ○経37 ○ ○経38 売上高見通しについては、
３、６、９、12月のみ調査

小 883 事務用機械器具賃貸業 商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 884 自動車賃貸業 商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

中 89 広告業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 89 広告業 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
中 89 広告業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 89 広告業 職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、
○人5

 ○ ○人2 ○人6

中 89 広告業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 89 広告業 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

中 89 広告業 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

中 89 広告業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 89 広告業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 89 広告業 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

26
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中 89 広告業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
中 89 広告業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

中 89 広告業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 89 広告業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、

○国5
名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 89 広告業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○経36 ○ ○ ○経37 ○ ○経40 売上高見通しについては、
３、６、９、12月のみ調査

中 89 広告業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 89 広告業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

小 891 広告代理業 特定サービス産業実態調査（平
成19年）

経済産業省 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 891 広告代理業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
小 891 広告代理業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経55 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経56 ○ ○ ○経58
小 891 広告代理業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 ○

小 899 その他広告業 特定サービス産業実態調査（平
成19年）

経済産業省 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 政令指定都市表章あり

中 90 その他の事業サービス業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 90 その他の事業サービス業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 90 その他の事業サービス業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 90 その他の事業サービス業 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

中 90 その他の事業サービス業 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

中 90 その他の事業サービス業 科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9
中 90 その他の事業サービス業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 90 その他の事業サービス業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 90 その他の事業サービス業 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 90 その他の事業サービス業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
中 90 その他の事業サービス業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

中 90 その他の事業サービス業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 90 その他の事業サービス業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 90 その他の事業サービス業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

小 901 速記・ワープロ入力・複写
業

東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

小 902 商品検査業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 903 計量証明業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 903 計量証明業 特定サービス産業実態調査（平

成19年）
経済産業省 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・９０３２環境計量証明業

政令指定都市表章あり
小 904 建物サービス業 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲

調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

小 904 建物サービス業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 904 建物サービス業 中小企業経営調査 経済産業省 年 △ △ △ ○経1 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ビルメンテナンス業のみ
小 904 建物サービス業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

小 906 警備業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 906 警備業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 909 他に分類されない事業

サービス業
東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

小 909 他に分類されない事業
サービス業

経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 △ △ △ △ △ ○経64 △ △ △ ○経65 ディスプレイ業のみ対象

小 909 他に分類されない事業
サービス業

生産・出荷集中度調査 公正取引委
員会

2年 △

中 91 政治・経済・文化団体 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
中 91 政治・経済・文化団体 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 91 政治・経済・文化団体 職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、
○人5

 ○ ○人2 ○人6

中 91 政治・経済・文化団体 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 91 政治・経済・文化団体 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,
○厚32
①

○ ○ ○厚6

中 91 政治・経済・文化団体 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 91 政治・経済・文化団体 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、

○国5
名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 91 政治・経済・文化団体 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 911 経済団体 民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○内4 ○ ○内5
小 912 労働団体 民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○ ○内4 ○ ○内5
小 912 労働団体 船員単位労働組合基本調査 国土交通省 2年 ○国34 ○国35 ○国36 船員単位労働組合について

の調査
小 913 学術・文化団体 民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○ ○内4 ○ ○内5
小 919 他に分類されない非営利

的団体
民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○ ○内4 ○ ○内5

中 92 宗教 宗教統計調査 文部科学省 年 ○ ○ ○ ○
中 92 宗教 民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○ ○内4 ○ ○内5
中 92 宗教 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13
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統　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　マ         ッ　　　　プ  (サービス分野）
基本属性 従業者数 労働費用 労働制度 資産・負債 損益 設備 その他 地域表章

分
類

分
類
記
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期
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兼
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日
雇
数

 
出
向
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派
遣

 
受
入
数

男
女
別

年
齢
別

求
人
数
・
就
職
者
数

退
職
者
数

そ
の
他

給
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（
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括
）

給
与
総
額

現
金
給
与
総
額

賞
与
・
期
末
手
当

福
利
厚
生
費

そ
の
他

労
働
日
数
・
休
暇

雇
用
保
険
制
度

定
年
制
度

労
働
時
間

そ
の
他

資
産
・
負
債
額

在
庫
額

有
形
固
定
資
産
額

無
形
固
定
資
産
額

借
入
金

そ
の
他

売
上
高
・
収
入
額

売
上
原
価

営
業
費
用

リ
ー
ス
料

そ
の
他

各
種
設
備

設
備
投
資
額

そ
の
他

電
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商
取
引

そ
の
他

ブ
ロ
ッ
ク
別

都
道
府
県
別

市
町
村
別

そ
の
他

備
考

中 92 宗教 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 92 宗教 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,
○厚32
①

○ ○ ○厚6

中 92 宗教 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 92 宗教 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 93 その他のサービス業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 93 その他のサービス業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 93 その他のサービス業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 93 その他のサービス業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 93 その他のサービス業 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財６

中 93 その他のサービス業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,
○厚32
①

○ ○ ○厚6

中 93 その他のサービス業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 93 その他のサービス業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、

○国5
名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 93 その他のサービス業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 931 集会場 民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○ ○内4 ○ ○内5
小 931 集会場 社会教育調査 文部科学省 3年 △ △ △ △ △ △ ○ ○ 文化会館調査（文化会館，

公会堂）
小 932 と畜場 畜産物流通統計調査 農林水産省 日,月 ○農11 ○
小 939 他に分類されないサービ 漁業センサス 農林水産省 5年 △ △ △ △ △ 魚市場
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注　意　事　項
（人1） 正社員の人数
（人2） 個人別４月分給与総額
（人3） 企業の主な事業内容、所在地
（人4） 育児休業、福利厚生、健康安全、労働災害の法定外給付の制度
（人5） 企業の常勤従業員数
（人6） 地域手当支給区分の１級地及び非支給地に所在する事業所の初任給

（日1） 雇用者数 ～ 給与を支払われる者のうち、(1)期間を定めずに雇用されている者、(2)1か月を超える期間を定めて雇用されている者、(3)日々ま
たは1か月以内の期間を定めて雇用されている者のうち直前2か月にそれぞれ18日以上雇用された者の合計人数。
なお、いわゆる派遣労働者（労働者派遣法の下で労働者派遣会社から受け入れた労働者）は雇用者には含まないが、以下については雇用者に含
（ア）重役、理事などの役員のうち、部長、工場長などのように常時勤務して、役員報酬以外に一般の労働者と同じ給与規則で毎月給与が支払わ
れている者、（イ）事業主の家族のうち、常時その事業所に勤務し、他の労働者と同じ給与規則で毎月給与が支払われている者。

（日2） 6・12月調査で新卒採用人数を調査。
（日3） パート　～　前記雇用者のうち、1日の所定労働時間または1週間の所定労働日数が一般の雇用者よりも短い者の合計人数。
（日4） 人件費
（日5） CP・社債発行残高、現預金・短期所有有価証券・投資有価証券残高
（日6） 主要製商品・主要事業名、決算期
（日7） 材料費、減価償却費、営業利益、金融収益、金融費用、経常利益、当期純利益
（日8） 減価償却費、営業利益、金融収益、金融費用、経常利益、当期純利益
（日9） 輸出額、輸出に際しての為替レート、材料費、減価償却費、営業利益、金融収益、金融費用、経常利益、当期純利益
（日10） ｿﾌﾄｳｪｱ投資額、土地投資額

（文1） 職名別（専修学校及び各種学校を除く。）
（文2） 国公立大学及び国立高等専門学校
（文3） 学校独自の収入（国公立大学及び国立高等専門学校）
（文4） 学校土地面積、学校建物面積（公立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、及び特別支援学校を除く。国立学校については土地面

積のみ）
（文5） 在学者数○、卒業者数△（卒業者数は、小学校、特別支援学校（幼稚部、小学部）を除く）
（文6） 手当を除いた平均給料月額
（文7） 週担当授業時数
（文8） 支出経費
（文9） 設備購入費
（文10） 徴収額
（文11） 教育職員に対する身分上の処分（免職を含む。）について、その概要又は処分件数
（文12） 教育職員に係る係争中の争訟事件、教育職員に対する身分上の処分について、その概要又は処分件数
（文13） 公立学校の教職員が組織する教職員団体の実態
（文14） 小・中・高等学校等における問題行動等
（文16） 高等学校卒業予定者の就職内定状況
（文17） 日本語指導が必要な外国人児童生徒の ①在籍者数 ②在籍学校数 ③在籍期間別児童生徒数 ④母語別児童生徒数 ⑤在籍人数別学校数 ⑥在

籍人数別市町村数
（文18） 公立学校施設の実態
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（文19） 全国における情報教育の実態等（公立学校のコンピュータの設置状況、インターネットへの接続状況、教員のコンピュータ活用等の実態等）
（文20） 学校給食の実施状況、学校給食費、米飯給食実施状況等
（文21） 学校給食の栄養状況
（文22） 図書館・室数、大学総経費
（文23） 学校栄養職員・学校給食調理員数
（文24） 体育・スポーツ施設の状況
（文25） 研究費の増減見込み
（文26） 蔵書数、視聴覚資料・機器数、学内LAN（学内ネットワーク）の整備状況、ネットワーク装置等整備状況、高速計算機
（文27） 研究者の増減見込み
（文28） 職務内容別、資格別
（文29） 経費、サービス状況、外部委託業務、図書館の公開、電子図書館的機能、教育への活用、セキュリティ、課題
（文30） 大学、短大、高専、専修学校卒業予定者の就職内定状況
（文31） 奨学金給貸与額，奨学生数
（文32） 政令指定都市別
（文33） 政令指定都市・中核市別
（文34） 過去急増・へき地・過疎・山村・離島・特豪・豪雪地帯別
（文35） 所在市町村人口規模別

（法1） 懲役又は禁錮の言い渡しを受け，少年院において刑の執行を受ける１６歳に満たない少年
（法2） 家庭裁判所から保護処分として少年院に送致された少年
（法3） 入院事由，出院事由，平均収容人員，年齢，罪名，刑名，犯時の身上，保護処分歴，刑期，国籍，居住地，職業，教育程度，就学状況，属性及び

犯罪傾向の進度，精神状況，知能指数，暴力団，受刑在所期間，懲罰事犯名，懲罰回数，作業名，修了した職業訓練種目，取得した資格・免許，
帰住先，出所時の保護，精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による通報，被収容者の病名など

（法4） 入院事由，出院事由，平均収容人員，処遇課程，種類，処遇区分，処遇段階，非行名，年齢，保護処分歴，精神診断，不良集団関係，薬物使用関
係，非行時の身上，本件非行までの期間，教育程度，知能指数，共犯者の数，共犯者の種類，国籍，職業，家庭生活の程度，審判不開始歴・不処
分歴，前回処遇課程等，居住状況，保護者，保護者の職業，在院期間，外出回数，外泊回数，職業補導，院外委嘱教育，在院中に取得した資格・
免許，学校修了証明書授与，進路，賞の回数，移送の有無，収容継続の有無，親族等との面会回数，引受人，疾病など

（環1） ばい煙発生施設からのばい煙発生量
（環2） 稼働日数
（環3） 事業場ごとの従業者数
（環4） 出荷額
（環5） 産業廃棄物排出量、産業廃棄物処理状況
（環6） 一般廃棄物処理施設
（環7） 一般廃棄物排出量、一般廃棄物処理状況

（内1） 収入額の一番多い活動内容　　等
（内2） 有給従業者、無給従業者
（内3） 人件費
（内4） 利子収入、減価償却費　　等
（内5） 介護保険事業について　　等
（内6） 経済成長率、予測為替レート、採算為替レート、雇用者数増減率、設備投資額増減率
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（総1） 仕入金額、棚卸高
（総2） 事業主の業況判断
（総3） 事業の開始時期、営業用土地・建物の所有形態、チェーン組織への加盟の有無
（総4） 事業主の年齢、後継者の有無
（総5） 営業上の流動資産、流動負債及び長期借入金額
（総6） 納税申告の形態、パーソナルコンピュータの使用の有無、事業経営上の問題点、今後の事業展開、法人化の有無
（総7） 「総従業者数」以外は研究者として計上されている者のみ把握
（総8） 「研究費」に関するものについて、購入費及び減価償却費を調査
（総9） 「リース料」については、「研究費」に関するもののみ
（総10） 事業所に関する事項（名称、所在地及び電話番号、事業の種類、業態、形態）、企業に関する事項（、登記上の会社設立の時期、外国資本比率、

支所の数、会社全体の常用雇用者数、会社全体の主な事業の種類、本所の名称、本所の所在地及び電話番号、会社の合併又は分割の状況、本所の
所在地の移転状況、会社の名称の変更状況）

（総11） 北海道・東北、関東、北陸、東海、近畿、中国・四国、九州、沖縄の８ブロック
（総12） 札幌市・仙台市・さいたま市・千葉市・東京都区部・横浜市・川崎市・名古屋市・京都市・大阪市・神戸市・広島市・北九州市・福岡市の14大都
（総13） 札幌市・青森市・盛岡市・仙台市・秋田市・山形市・福島市・水戸市・宇都宮市・前橋市・さいたま市・千葉市・東京都区部・横浜市・新潟市・

富山市・金沢市・福井市・甲府市・長野市・岐阜市・静岡市・静岡市（旧）・名古屋市・津市・大津市・京都市・大阪市・神戸市・奈良市・和歌
山市・鳥取市・松江市・岡山市・広島市・山口市・徳島市・高松市・松山市・高知市・福岡市・佐賀市・長崎市・熊本市・大分市・宮崎市・鹿児
島市・那覇市・旭川市・郡山市・いわき市・川越市・川口市・所沢市・越谷市・市川市・船橋市・松戸市・柏市・八王子市・町田市・川崎市・横
須賀市・藤沢市・相模原市・浜松市・豊橋市・岡崎市・豊田市・堺市・豊中市・吹田市・高槻市・枚方市・東大阪市・姫路市・尼崎市・西宮市・
倉敷市・福山市・福山市（旧）・北九州市 県庁所在市・人口30万以上市の82区分

（総14） 給与総額は、役員報酬・手当、従業員給与・手当（福利厚生費、退職金、退職給与引当金、賞与引当金繰入額等を含む。）の合計を示す。

※ サービス業基本調査は、平成16年調査のもの。
※ 事業所・企業統計調査は、本調査の３年後に簡易調査を実施

（財1） 勤続年数別
（財2） 給与所得者の扶養親族数、各種所得控除、税額
（財3） 仕入額
（財4） 決算期
（財5） 国家公務員共済組合の医療給付状況
（財6） 判断項目

（厚1） 入職者数・離職者数
（厚2） 雇用の動向、労働者の過不足感、雇用調整等の実施状況
（厚3） 労働時間の動向
（厚4） 生産・売上等の動向と増減（見込）理由
（厚5） 全労働者に占める非正社員の比率、非正社員を雇用する理由、非正社員の活用上の問題点
（厚6） 各種制度
（厚7） 主要製品（事業内容）
（厚8） 企業全体の常用雇用者数階級
（厚9） 就業形態別、雇用形態別、学歴別、勤続年数、職種・役職
（厚10） 超過労働給与額、所定内給与額、新規学卒者の初任給額
（厚11） 所定内労働時間、超過労働時間
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（厚12） 職種、雇用形態、賃金形態
（厚13） 所定内賃金（17年）、諸手当（17年）、現物給付の費用（18年）、退職給付（一時金・年金）等の費用（18年）、法定福利費（18年）、教育訓練

費（18年）、募集費（18年）、その他の労働費用（18年）、派遣労働者関連費用（18年）、退職給付（一時金・年金）制度
（厚14） 通勤関連施策（17年）、職場外の生活設計（17年）、年俸制（18年）、福利厚生制度（19年）
（厚15） 賃金の改定状況
（厚16） 労働組合の種類、存廃等状況、適用法規
（厚17） 労働組合員数、労働組合数
（厚18） ①労働組合の実態に関する事項、労働組合活動に関する事項、労働協約等に関する事項、労使コミュニケーションに関する事項、団体交渉と労働

争議に関する事項②事業所内の労働組合の組織率、別組合の有無
（厚19） 労働争議の総参加人員、行為参加人員、労働損失日数、要求事項
（厚20） 労働災害の発生状況
（厚21） 事業所の種類
（厚22） コンピュータ機器の使用状況、ＶＤＴ作業環境対策実施状況
（厚23） 部門別従業員数
（厚24） 販売先状況・用途別売上高・仕入れの状況
（厚25） 区分別売上高状況・販売先状況・仕入れ先状況
（厚26） 医薬品の単価、数量
（厚27） 歯科用薬剤の単価、数量
（厚28） 特定保険医療材料の単価、数量
（厚29） 勤続年数、職種又は仕事の内容
（厚30） 基本給、諸手当（精皆勤・通勤・家族手当）
（厚31） 賃金改定の状況
（厚32） ①労働組合の有無 ②本調査は、企業における女性の雇用管理について、育児・介護休業制度について、母性保護等実施状況についての３つの

テーマをローテーションで行っている。
（厚33） 従業者については、「常用労働者数」を調査している。
（厚34） 管理者の年齢・性別、休診日数
（厚35） 管理者の年齢・性別、１週間の表示診療時間の合計、休診日数
（厚36） 管理薬剤師の年齢・性別、休日日数、開局延べ時間
（厚37） 常勤職員職種別人員数、非常勤職員職種別総労働時間数
（厚38） 常勤職員職種別人員数、非常勤職員職種別総労働時間数（上記各項目においては、青色専従者及び無給の家族従事者も含む）
（厚39） 退職金又は退職給与引当金繰入額（前年度実績の1/12）、法定福利費（１ヶ月分換算）、通勤手当総額
（厚40） 「給与費」として、６月支給分給与（諸手当込）、賞与・退職金・法定福利費の１ヶ月換算分の合計を算出。青色専従者分のうち数も算出
（厚41） 通勤手当総額
（厚42） 退職給与引当金制度の有無
（厚43） 常勤労働者の週平均所定労働時間
（厚44） 繰延資産
（厚45） 経費（設備器械賃借料、医療機器賃借料等）、減価償却費、特別損益・補助金
（厚46） 減価償却費、医療機器賃借料
（厚47） 設備器械賃借料、調剤用機器賃借料、減価償却費
（厚48） 医業用建物の建築（改築）年月日、保有形態及び延面積、病床区分別許可病床数、稼働病床数
（厚49） 医業用建物の建築（改築）年月日、保有形態及び延面積、許可病床数
（厚50） 医業用建物の建築（改築）年月日、保有形態及び延面積
（厚51） 薬局用建物の建築（改築）年月日、保有形態及び延面積
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（厚52） 租税公課、寄付金、薬剤損耗額
（厚53） 処方せん取扱状況
（厚54） 労働組合が属している上部団体名
（厚55） 学歴別
（厚56） 賃金改定額と配分状況
（厚57） 13地域ブロック（北海道、東北、北関東、南関東、北陸、東海、近畿、京阪神、山陰、山陽、四国、北九州、南九州）別表章
（厚58） 4地域ブロック（関東、東海、近畿、その他）
（厚59） A（千葉、東京、神奈川、愛知、大阪）、B（栃木、埼玉、富山、長野、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、広島）、C（北海道、宮城、福島、茨城、

群馬、新潟、石川、福井、山梨、岐阜、奈良、和歌山、岡山、山口、香川、福岡）、D（青森、岩手、秋田、山形、鳥取、島根、徳島、愛媛、高
知、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄）

（厚60） 東京港、横浜港、名古屋港、大阪港、神戸港、関門港の六大港（港湾労働法第2条第1号の規定に基づく港湾）
（厚61） 9地域ブロック（北海道、東北、関東、東海、北陸、近畿、中国、四国、九州）
（厚62） 国家公務員の調整手当に係る級地区分で、甲地、乙地、その他の３区分
（厚63） １４大都市（札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、東京都区部、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、北九州市、福

岡市）、その他の市、郡部（町、村）の３区分

（農1） 農産物生産者価格
（農2） 収穫量
（農3） 漁獲量・養殖収獲量
（農4） 卸売価格
（農5） 仕入量・販売量
（農6） 品目別の年間仕入量
（農7） 決算期間等
（農8） 各種経費
（農9） 卸売数量
（農10） 集荷量
（農11） と畜頭数
（農12） 上場水揚量
（農13） 在庫量・入庫量・出庫量
（農14） 商品の廃棄数量
（農15） 食べ残し状況
（農16） 食品廃棄物等の年間発生量
（農17） 生鮮食料品の輸入品、国産品（標準品、地場産及び高付加価値品（有機ＪＡＳ、無農薬栽培農産物））別の販売数量
（農18） 利用及び製造等している容器包装の量・販売額
（農19） 工場（店舗）数
（農20） 長期資金運用・調達
（農21） 海外直接投資動向
（農22） 職員の合計年齢（平均年齢）・採用者数
（農23） 貸借対照表
（農24） 損益計算書
（農25） 研究（専門）分野別人数
（農26） 財源・支出・用地
（農27） 研究課題
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（農28） 超過勤務手当、退職金
（農29） 年間仕入及び販売数量
（農30） 北海道、東北、関東、北陸、東海、近畿、中四、九州、沖縄の９ブロック
（農31） 大海区別「北海道太平洋北区、太平洋北区、太平洋中区、太平洋南区、北海道日本海北区、日本海北区、日本海西区、東シナ海区、瀬戸内海区の

９ブロック」

（国1） 臨時、日雇、派遣、出向の人員等も含む
（国2） 出荷額または販売額
（国3） 搬出・搬入している主要品目及び物流量
（国4） 事業所所在地、敷地面積、延床面積、使用拠点とする貨物車台数
（国5） 搬出・搬入している物流量等
（国6） 延床面積
（国7） 水害被害による有形固定資産の被害額、水害被害による売上減少額
（国8） 土地の所有・利用に関する事項
（国9） 建物の所有・利王に関する事項
（国10） 土地の所有、売買、未利用地に関する事項
（国11） 土地の売買要因等に関する事項
（国12） 運航形態、事業の種類
（国15） 乗組船員数、年齢、経験年数
（国16） 船員数
（国17） 航海日当、その他手当
（国18） 時間外労働時間
（国19） 輸送実績
（国20） 運航実績
（国21） 旅客数量（定期・定期外）、旅客人キロ（定期・定期外）、旅客営業キロ、旅客列車キロ、旅客車キロ、貨物数量（コンテナ・車扱）、貨物トン

キロ（コンテナ・車扱）、貨物営業キロ、貨物列車キロ、貨物車キロ、旅客数量（普通索道・特殊索道）、旅客収入（普通索道・特殊索道）
（国22） 用途 、乗車定員 、燃料の種類及び消費量 、走行回数 、走行区間 、走行距離 、高速道の利用の有無 、走行目的 、輸送人員 、休車

日数 、事業の種類
（国23） 自動車の種類 、用途 、最大積載量 、乗車定員 、燃料の種類及び消費量 、走行回数 、走行区間 、走行距離 、高速道の利用の有無

、走行目的 、貨物の重量　　、貨物の品名 、輸送人員 、休車日数 、事業の種類
（国24） 走行区間　、走行距離　、貨物の重量　、貨物の個数　、貨物の品名　、貨物の取扱いの種別　、発送原票枚数
（国25） 投資目的、資金調達内訳、設備貸借に係る新規契約額
（国26） 旅客流動
（国27） 年間使用電力量(月別）
（国28） 自動車整備士　　　　　　資格所持者数
（国29） 平均年齢
（国30） リサイクル部品の使用、カーエアコン用フロンガス及び使用済み自動車の取扱状況
（国31） 損益計算書、貸借対照表
（国32） 船員費
（国33） 減価償却費、燃料費　等
（国34） 組合の設立年月日、法人格の有無、組合の組織
（国35） 組合員数
（国36） 労働協約の締結又は適用、労働交渉協議機関、徴収予定組合費総額
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（国37） コンテナ貨物の生産地・消費地、輸送手段、重量など
（国38） 航空貨物の動態を調査
（国39） 貨物区分・貨物重量・仕出国・仕向国等
（国40） たな卸資産額
（国41） 減価償却実施額（設備投資額に係るもの（建設仮勘定及び建設仮勘定から本勘定に振り替えたものは除く）は、減少分（１５年度中に減失等によ

り資産勘定から除去した額の合計 （中古品やスクラップの純販売額を除く。））を含む。
（国42） 敷地面積
（国43） 貨物の品目、重量、輸送機関利用状況
（国44） 住宅ローンの供給状況
（国45） 宿泊施設のタイプ、客室数及び収容人員、宿泊目的別割合、延べ宿泊者数、外国人延べ宿泊者数、外国人延べ宿泊者数の国籍別内訳、延べ宿泊者

数の居住地別内訳
（国46） 設備投資額は、土地、中古資産及び住宅建設費は除く。
（国47） 「北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州・沖縄」
（国48） 「北海道、東北、関東・甲信、東海、北陸、近畿、中国、四国、九州・沖縄」
（国51） 　「北海道、東北、関東、北陸信越、中部、近畿、中国、四国、九州、沖縄」
（国52） 「大都市圏域別（首都圏・中京圏・近畿圏）の３ブロック」
（国53） 「北海道、東北、関東、北陸信越、中部、近畿、中国、四国、九州」
（国54） 「県庁所在市及び政令指定都市」
（国55） 一部の市町村
（国49） 「三大都市圏（東京圏・大阪圏・名古屋圏）及び地方圏」
（国50） 「北海道、東北、東京都、神奈川県、千葉県、その他関東、甲信越、東海、北陸、大阪府、兵庫県、その他近畿、中国、四国、九州、沖縄県。

（経1） 部門別従業員数
（経2） 車両台数
（経3） 倉庫面積
（経4） 小売業のみ売り場面積
（経5） 客室数
（経6） 整髪・セット椅子台数
（経7） レーン数
（経8） 工場の広さ、整備台数の種類別車両台数
（経9） 対象業種業務を行う事業所数
（経10） リース契約高、契約件数
（経11） 事業の形態
（経12） 受注高、受注件数
（経13） 会社の系統
（経14） 会員数、クレジットカード発行枚数、提携先企業数
（経15） 事業所の形態
（経16） 取扱件数、葬儀一式費用
（経17） 会員数、利用料金、利用者数
（経18） 企業系列等
（経19） 講座数、受講者数、託児サービス実施件数、会員数、入会金及び有効期間
（経20） 利用件数
（経21） 運営方法、事業所数
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（経22） 会員数、入会金及び有効期間、受講料、受講生数、取扱言語、講座形態
（経23） 運営方法、ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ･ﾁｪｰﾝへの加盟の有無
（経24） 会員数、入会金及び有効期間、利用者
（経25） 映画館の系列、立地環境、上映本数、入場者数
（経26） 運営方法
（経27） 預託金の状況、利用者数、利用料金、会員数
（経28） 会員数、利用者数、利用料金、入会金、会費等、スクール受講者数
（経29） 会員数、利用料金、利用者数、入会金、会費等、ゲーム数
（経30） 事業形態
（経31） テーマパークの設定テーマ、利用料金、入場者数
（経32） 運営形態
（経33） 会員数、利用料金、利用者数
（経34） 入場料金、賃貸料金、使用日数
（経35） 映画制作本数、映画配給プリント数、ビデオ発売本数
（経36） 事業所数
（経37） 従業者数の充足感
（経38） 契約高見通し
（経39） 派遣述べ人日
（経40） 売上高見通し
（経41） 雇用見通し
（経42） 取扱件数
（経43） 操業日数
（経44） 上映種類別入場者数、月間上映回数
（経45） 入場者数
（経46） キャディ数
（経47） 利用者数
（経48） 総貸球数
（経49） ゲーム数
（経50） 事業所数
（経51） 講師
（経52） 受講生及び新規入学生、（クラス）開設数
（経53） 受講生及び新規受講生、講座数
（経54） 会員数
（経62） 実働者数
（経63） 原料（受入量、消費量、月末在庫量）、ガス在庫量及び送出量、ガス生産量及び購入量内訳、需要家メーター数、消費電力量
（経64） 長期資金運用、企業間信用、間接・直接金融について
（経65） 設備投資計画の見通し、設備投資増減要因、情報化関連投資、研究開発関連、目的別構成比
（経66） 公害防止設備関連
（経67） FC加入の有無、立地、得意先
（経68） 設備代金の調達実績、計画
（経69） 設備代金の調達内訳（実績、計画）
（経70） リース利用の有無、新規契約高・物件、売上高の状況と設備投資資金の借入難易度
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（経71） 設備投資支払計画額、情報関連機器投資、目的別構成比（実績・計画）
（経72） 主要取扱品目
（経73） 販売先
（経74） 商品企画開発部門の有無
（経75） FC加入の有無
（経76） 販売形態
（経77） 立地
（経78） 得意先
（経79） 社内・外部別情報処理要員数
（経80） 情報処理関係支出（合計，支出区分別）、情報処理関係支出の見込額と内訳構成比率（コンピュータ関連、通信機器関連、その他情報機器関連、

ソフトウェア関連、サービス関連、その他）
（経81） 業務別情報システムの取組状況、BtoB、BtoG及び業務連携の状況、ECのメリット、ECの課題、CIOの選任状況、IT人材育成の状況、受発注システム

と他の業務システムとの連携状況、全体最適化の阻害要因について、IT投資効果の状況、情報セキュリティの現状、情報セキュリティの対策状況
及び効果、情報セキュリティ対策の阻害要因、情報セキュリティ対策費用、電子タグの取組状況（利用の有無、適用範囲、利用分野、利用効果、
課題、将来利用予定）、SaaSの利用状況（SaaS関連費用の発生状況、利用分野、SLAの設定項目、メリット、課題）

（経82） ネットワーク・インターネットの利用状況、通信回線の種類別利用状況、情報システムの種類別取組状況、構築状況、情報システム導入による効
果、情報セキュリティの現状と対策

（経83） 容器包装の利用形態、容器包装の種類別販売額及び利用量等
（経83） 容器包装の利用形態、容器包装の種類別販売額及び利用量等
（経84） ５人以下、６人～２０人、２１人以上の区分でのみ把握

（経85） 総販売額は、７千万円以下、７千万円超２億４千万円以下、２億４千万円超の区分でのみ把握。業種別では百万円単位で実額を把握

（経86） 業務別販売額（農林業、漁業、製造業、卸・小売業、飲食店、その他の業）、容器包装の種類別販売額

（経87） 容器包装の利用形態、容器包装の利用量等

（経88） 産業財産権（特許、実用新案、意匠、商標）、知的財産権（産業財産権、育成者権、著作権他知的財産権法に定める権利）
（経89） グループ企業の有・無
（経90） 業種分類
（経91） 研究関係従業者数、知的財産担当者数、うち社内弁理士数
（経92） 知的財産担当者の雇用にかかる費用
（経93） 営業利益、経常利益、研究費、知的財産活動費（うち出願系費用、うち補償費、うちその他費用）、出願系費用のうち、産業財産権別の出願・審

査に要した費用、権利維持費用）
（経94） 届出された発明、考案及び創作の実績（うち出願しなかった件数、出願した件数）、産業財産権別国内外地域別出願件数、審査請求件数、技術評

価請求件数、更新申請件数の実績と今後の見込み、産業財産権別実施状況（権利所有件数、うち利用・未利用件数、自社実施、他社実施許諾件数
等）、国内外別（米国、欧州、アジア、その他）、知的財産権別、グループ内外別ライセンス収支金額、産業財産権別権利譲渡・譲受金額、知的

（経95） 本社企業調査：消費税の取扱、調査対象海外現地法人の有無、操業状況
（経96） 現地法人調査：国分類、州・省分類、決算月、持株会社区分、日本側出資比率、操業状況、解散，撤退・移転の時期、解散，撤退・移転の要因
（経97） 本社企業調査：輸出高、現地法人向け輸出高
（経98） 現地法人調査：日本向輸出額、現地販売額、第三国向輸出額（北米、アジア、ヨーロッパ、その他地域）、次年度売上高、仕入高、日本からの輸

入額、現地調達額、第三国からの輸入額（北米、アジア、ヨーロッパ、その他地域）、次年度仕入高、販売費・一般管理費、営業費用内訳（荷造
運搬費、減価償却費）、経常利益、当期純利益、当期内部留保額、年度末内部留保残高、日本側出資者向け支払い費用、研究開発費

（経99） 現地法人調査：次年度設備投資額
（経100） 本社企業調査：新規・追加投資の有無、投資決定ポイント、今後の海外戦略について
（経101) 都道府県別、東京特別区、政令指定都市別
（経102） 経済産業局別
（経103） 区部、市部、郡部別、市区町村別
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（経104） 商業集積地（商店街）別
（経105） １㎞メッシュ、500ｍメッシュ
（経106） 北海道、東北、関東、中部、近畿、中国、四国、九州、沖縄の９ブロック
（経107） 参考表として１企業あたりの平均値を公表
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統 計 マ ッ プ 
（サービス分野以外) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

統計マップの対象等 

 

 本表の対象は、サービス分野以外（日本標準産業分類（平成 14 年３月改定）「Ａ 農業」～「Ｆ 製造業」）を調査対象
に含み、平成 20年 1月 31日現在で継続して実施している統計調査（指定統計調査、承認統計調査及び届出統計調査）であ
り、本表はそれぞれの統計調査を所管している各府省等からの回答に基づき作成されている。 
本表の凡例は次のとおりである。 

 
符 号 内   容 
○ 当該調査項目が、当該分類に含まれるすべての産業を調査対象

としている場合 
△ 当該調査項目が、当該分類に含まれる産業を調査対象としてい

る場合 
 
なお、本表における「従業者数（総括）」には、「総従業者数」、「雇用者数」又は「常用雇用者数」を把握しているものが

該当、「給与（総括）」には、「給与総額」又は「現金給与総額」を把握しているものが該当する。 
また、本表は、調査対象としている産業分類の単位をもとにして作成しており、例えば、大分類単位で調査対象を定めて

いる場合は大分類のみに符号を付し、その調査については、中分類及び小分類には符号を付していない。 
地域表章については、必ずしもその産業分類で結果表章しているものではない。（調査事項の一部でも地域表章をしてい

る場合に、符号を付している。） 
 



統　計　マ　ッ　プ （サービス分野以外）
基本属性 従業者数 労働費用 労働制度 資産・負債 損益 設備 その他 地域表章
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兼
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（
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雇
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派
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求
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就
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現
金
給
与
総
額
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与
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期
末
手
当

福
利
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そ
の
他

労
働
日
数
・
休
暇

雇
用
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定
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制
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有
形
固
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無
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そ
の
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売
上
高
・
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上
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営
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用
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そ
の
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各
種
設
備
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備
投
資
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そ
の
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電
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商
取
引

そ
の
他

ブ
ロ
ッ
ク
別

都
道
府
県
別

市
町
村
別

そ
の
他

備
考

大 Ａ 農業 労働争議統計調査 届 厚生労働
省

月 ○ ○ ○ ○厚1 ○

大 Ａ 農業 民間企業投資・除却調
査

承 内閣府 年 ○ ○ ○ ○

大 Ａ 農業 法人企業景気予測調
査

承 内閣府・
財務省

四半期 ○ ○財3 ○ ○ ○内1

大 Ａ 農業 法人企業統計調査 指 財務省 四半期 ○ ○ ○財３ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○

大 Ａ 農業 企業行動に関するアン
ケート調査

承 内閣府 年 ○ ○内2 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 Ａ 農業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

大 Ａ 農業 民間給与実態統計調
査

指 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2 ○

大 Ａ 農業 法人企業統計調査 指 財務省 年 ○ ○ ○財3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 Ａ 農業 民間企業の研究活動
に関する調査

承 文部科学
省

年 ○文3 ○文1

大 Ａ 農業 労働組合基礎調査 承 厚生労働
省

年 ○厚2 ○ ○厚3 ○厚4 ○ 　

大 Ａ 農業 企業の土地取得状況
等に関する調査

承 国土交通
省

年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○
国
１２

○

大 Ａ 農業 土地保有移動調査 承 国土交通
省

年 ○ ○ ○
国
１２

○ ○国１３

大 Ａ 農業 北海道法人企業投資
状況調査

承 国土交通
省

年 ○国2 ○国3 ○
国
4

・調査対象は北海道内に
本・支店をおく民間法人。

大 Ａ 農業 産業廃棄物排出・処理
状況調査

届 環境省 年 ○環1

大 Ａ 農業 環境にやさしい企業行
動調査

承 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に
関する取組や意識に関する
調査

大 Ａ 農業 大気汚染物質排出量
総合調査

承 環境省 3年 ○環2 ○ ○

大 Ａ 農業 事業所・企業統計調査 指 総務省 5年(総
4)

○ ○ ○ ○ ○ ○総6 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総7 ○
総
19

○ ○ ○総２０ 総5

大 Ａ 農業 法人土地基本調査 指 国土交通
省

5年 ○ ○ ○ ○国6 ○ ○
国
１５

○ ○
国
１４

大 Ａ 農業 法人建物調査 承 国土交通
省

5年 ○ ○
国
１５

○ ○
国
１４

大 Ａ 農業 体育・スポーツ施設現
況調査

承 文部科学
省

6年 △ ○文2 ○ ○文4

大 Ａ 農業 海外事業活動基本調
査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○経31
○経32

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経33
○経34

○ ○経35 ○経36

大 Ａ 農業 外資系企業動向調査 承 経済産業
省

年 ○ ○ ○経25 ○ ○ ○ ○ ○経26 ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 Ａ 農業 知的財産活動調査(経
55)

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○
経
56

○経57 ○ ○ ○経58 ○経59 ○ ○経60 ○経61

中 01 農業 新規就農者調査 承 農林水産
省

年 △ △ △ △

中 01 農業 新規就農者就業状態
調査

承 農林水産
省

5年 △ △ △ △ △ △

中 01 農業 集落営農活動実態調
査

承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中 01 農業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 011 耕種農業 農業経営統計調査 指 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
農
４

小 011 耕種農業 林業経営統計調査 承 農林水産
省

年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 0113野菜作農業（きのこ栽
培）のみ対象

小 011 耕種農業 農業構造動態調査 承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
農
４

小 011 耕種農業 農林業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
農
6

○

小 011 耕種農業 農業サービス業投入
調査

承 農林水産
省

5年 △ △ 0131穀作サービス業、0132
野菜作・果樹作サービス業
のみが対象

小 011 耕種農業 種苗業投入調査 承 農林水産
省

5年 △ △ 0119その他の耕種農業の
みが対象

小 011 耕種農業 花き・花木生産業投入
調査

承 農林水産
省

5年 △ △ 0115花き作農業のみが対
象

産業分類
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統　計　マ　ッ　プ （サービス分野以外）
基本属性 従業者数 労働費用 労働制度 資産・負債 損益 設備 その他 地域表章
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産業分類

小 012 畜産農業 畜産統計調査 承 農林水産
省

月,年 △ △
農
5

△ 0123養豚業、0124養鶏業
のみ対象

小 012 畜産農業 農業経営統計調査 指 農林水産
省

年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
農
4

0125畜産類似業を除く

小 012 畜産農業 農業構造動態調査 承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
農
4

小 012 畜産農業 水質汚濁物質排出量
総合調査

承 環境省 年 △ ○ ○環3 ○ ○ ○環4 ○ ○環5 ○ ○ 水質汚濁防止法の特定施
設を持つ事業場で排水基
準が係るものに限る。

小 012 畜産農業 農林業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
農
6

○

小 013 農業サービス業（園芸
サービス業を除く）

農業構造動態調査 承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
農
4

小 013 農業サービス業（園芸
サービス業を除く）

農林業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
農
6

○

大 Ｂ 林業 労働争議統計調査 届 厚生労働
省

月 ○ ○ ○ ○厚1 ○

大 Ｂ 林業 法人企業景気予測調
査

承 内閣府・
財務省

四半期 ○ ○財3 ○ ○ ○内1

大 Ｂ 林業 法人企業統計調査 指 財務省 四半期 ○ ○ ○財３ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○

大 Ｂ 林業 労働災害動向調査
（甲調査）

承 厚生労働
省

半年 ○ ○厚7 ○ ○ ○ ○ ○厚8 ○

大 Ｂ 林業 民間企業投資・除却調
査

承 内閣府 年 ○ ○ ○ ○

大 Ｂ 林業 企業行動に関するアン
ケート調査

承 内閣府 年 ○ ○内2 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 Ｂ 林業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

大 Ｂ 林業 民間給与実態統計調
査

指 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2 ○

大 Ｂ 林業 法人企業統計調査 指 財務省 年 ○ ○ ○財3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 Ｂ 林業 民間企業の研究活動
に関する調査

承 文部科学
省

年 ○文3 ○文1

大 Ｂ 林業 労働災害動向調査
（乙調査）

承 厚生労働
省

年 ○ ○厚7 ○ ○ ○ ○ ○厚8 ○

大 Ｂ 林業 労働組合基礎調査 承 厚生労働
省

年 ○厚2 ○ ○厚3 ○厚4 ○

大 Ｂ 林業 企業の土地取得状況
等に関する調査

承 国土交通
省

年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○
国
１２

○

大 Ｂ 林業 土地保有移動調査 承 国土交通
省

年 ○ ○ ○
国
１２

○ ○国13

大 Ｂ 林業 北海道法人企業投資
状況調査

承 国土交通
省

年 ○国2 ○国3 ○
国
4

・調査対象は北海道内に
本・支店をおく民間法人

大 Ｂ 林業 産業廃棄物排出・処理
状況調査

届 環境省 年

大 Ｂ 林業 環境にやさしい企業行
動調査

承 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に
関する取組や意識に関する
調査

大 Ｂ 林業 大気汚染物質排出量
総合調査

承 環境省 3年 ○環2 ○ ○

大 Ｂ 林業 事業所・企業統計調査 指 総務省 5年（総
4）

○ ○ ○ ○ ○ ○総6 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総7 ○
総
19

○ ○ ○総20 総5

大 Ｂ 林業 労働者健康状況調査 承 厚生労働
省

5年 ○厚9 ○ ○ ○ ○厚10 ○厚11

大 Ｂ 林業 法人土地基本調査 指 国土交通
省

5年 ○ ○ ○ ○国6 ○ ○
国
１５

○ ○
国
１４

大 Ｂ 林業 法人建物調査 承 国土交通
省

5年 ○ ○
国
１５

○ ○
国
１４

大 Ｂ 林業 体育・スポーツ施設現
況調査

承 文部科学
省

6年 △ ○文2 ○ ○文4

大 Ｂ 林業 海外事業活動基本調
査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○経31
○経32

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経33
○経34

○ ○経35 ○経36

大 Ｂ 林業 外資系企業動向調査 承 経済産業
省

年 ○ ○ ○経25 ○ ○ ○ ○ ○経26 ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 Ｂ 林業 知的財産活動調査(経
55)

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○
経
56

○経57 ○ ○ ○経58 ○経59 ○ ○経60 ○経61
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産業分類

中 02 林業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は述べ床面
積

小 021 育林業 林業経営統計調査 承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
農
４

小 021 育林業 森林組合一斉調査 承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 生産森林組合が対象となる

小 021 育林業 農林業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 021 育林業 林野公共事業投入調
査

届 農林水産
省

5年 ○

小 021 育林業 民有林事業投入調査 承 農林水産
省

5年 ○ ○

小 022 素材生産業 農林業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 022 素材生産業 民有林事業投入調査 承 農林水産
省

5年 ○ ○

小 023 特用林産物生産業（きの
こ類の栽培を除く）

農林業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 024 林業サービス業 農林業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 Ｃ 漁業 労働争議統計調査 届 厚生労働
省

月 ○ ○ ○ ○厚1 ○

大 Ｃ 漁業 法人企業景気予測調
査

承 内閣府・
財務省

四半期 ○ ○財3 ○ ○ ○内1

大 Ｃ 漁業 法人企業統計調査 指 財務省 四半期 ○ ○ ○財3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○

大 Ｃ 漁業 民間企業投資・除却調
査

承 内閣府 年 ○ ○ ○ ○

大 Ｃ 漁業 企業行動に関するアン
ケート調査

承 内閣府 年 ○ ○内2 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 Ｃ 漁業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

大 Ｃ 漁業 民間給与実態統計調
査

指 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2 ○

大 Ｃ 漁業 法人企業統計調査 指 財務省 年 ○ ○ ○財3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 Ｃ 漁業 民間企業の研究活動
に関する調査

承 文部科学
省

年 ○文3 ○文1

大 Ｃ 漁業 労働組合基礎調査 承 厚生労働
省

年 ○厚2 ○ ○厚3 ○厚4 ○ 　

大 Ｃ 漁業 企業の土地取得状況
等に関する調査

承 国土交通
省

年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○
国
１２

○

大 Ｃ 漁業 土地保有移動調査 承 国土交通
省

年 ○ ○ ○
国
１２

○ ○国１３

大 Ｃ 漁業 北海道法人企業投資
状況調査

承 国土交通
省

年 ○国2 ○国3 ○
国
4

・調査対象は北海道内に
本・支店をおく民間法人

大 Ｃ 漁業 産業廃棄物排出・処理
状況調査

届 環境省 年

大 Ｃ 漁業 環境にやさしい企業行
動調査

承 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に
関する取組や意識に関する
調査

大 Ｃ 漁業 職種別民間給与実態
調査

届 人事院 年 ○ ○人1 ○人2
○人４

○ ○人3 ○人６

大 Ｃ 漁業 民間企業の勤務条件
制度等調査

届 人事院 年 ○人1 ○人4 ○ ○ ○ ○人5

大 Ｃ 漁業 大気汚染物質排出量
総合調査

承 環境省 3年 ○環2 ○ ○

大 Ｃ 漁業 事業所・企業統計調査 指 総務省 5年（総
4）

○ ○ ○ ○ ○ ○総6 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総7 ○
総
19

○ ○ ○総20 総5

大 Ｃ 漁業 法人土地基本調査 指 国土交通
省

5年 ○ ○ ○ ○国6 ○ ○
国
１５

○ ○
国
１４

大 Ｃ 漁業 法人建物調査 承 国土交通
省

5年 ○ ○
国
１５

○ ○
国
１４

大 Ｃ 漁業 体育・スポーツ施設現
況調査

承 文部科学
省

6年 △ ○文2 ○ ○文4

大 Ｃ 漁業 海外事業活動基本調
査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○(経31)
○(経32)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経33
○経34

○ ○経35 ○経36

大 Ｃ 漁業 外資系企業動向調査 承 経済産業
省

年 ○ ○ ○(経25) ○ ○ ○ ○ ○経26 ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 Ｃ 漁業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は述べ床面
積

大 Ｃ 漁業 知的財産活動調査(経
55)

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○
(経
56
）

○（経57） ○ ○ ○経58 ○経59 ○ ○経60 ○経61

3
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中 03 漁業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は述べ床面
積

小 031 海面漁業 漁業経営調査 承 農林水産
省

年 △ △
農
2

△ △
農
1

△ △ △ △ △農
1

△ △ △ △ △ △
農
2

△ △
農
７

0318捕鯨業を除く

小 031 海面漁業 漁業就業動向調査 承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 031 海面漁業 漁業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 032 内水面漁業 漁業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

中 04 水産養殖業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は述べ床面
積

小 041 海面養殖業 漁業経営調査 承 農林水産
省

年 △ △ △ △
農
1

△ △ △ △ △農
1

△ △ △ △ △ △
農
2

△ △農８ 0419その他の海面養殖業、
0415種苗養殖業を除く

小 041 海面養殖業 漁業就業動向調査 承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 041 海面養殖業 漁業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 041 海面養殖業 海面・内水面養殖業投
入調査

承 農林水産
省

5年 △ △ 0419その他の海面養殖業
を除く

小 042 内水面養殖業 漁業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 042 内水面養殖業 海面・内水面養殖業投
入調査

承 農林水産
省

5年 ○ ○

大 Ｄ 鉱業 毎月勤労統計調査 指 厚生労働
省

月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主
体となって行っている。

大 Ｄ 鉱業 労働争議統計調査 届 厚生労働
省

月 ○ ○ ○ ○厚1 ○

大 Ｄ 鉱業 経済産業省生産動態
統計調査

指 経済産業
省

月 ○
(経
1)

○ ○
経
2

△ △経3 ○経4

大 Ｄ 鉱業 鉱山保安統計月報 届 経済産業
省

月 ○(経5) ○ ○ ○経6 ○ ○経7 ○経8 平成16年調査をもって廃止

大 Ｄ 鉱業 法人企業景気予測調
査

承 内閣府・
財務省

四半期 ○ ○財3 ○ ○ ○内1

大 Ｄ 鉱業 法人企業統計調査 指 財務省 四半期 ○ ○ ○財3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○

大 Ｄ 鉱業 海外現地法人四半期
調査（旧　企業動向調
査）

承 経済産業
省

四半期 ○ ○ ○経9 ○ ○経10 ○ ○経11 ○経12

大 Ｄ 鉱業 短観（全国企業短期経
済観測調査）

届 日本銀行 四半期 ○ ○(日1) ○ ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○日2 ○ △ ○(日3) ○ ○日4

大 Ｄ 鉱業 雇用動向調査 承 厚生労働
省

半年 ○（厚60） ○ ○ ○ ○ ○ ○厚14 ○
厚
６５

○

大 Ｄ 鉱業 労働災害動向調査
（甲調査）

承 厚生労働
省

半年 ○ ○(厚7) ○ ○ ○ ○ ○厚8 ○

大 Ｄ 鉱業 電力需要調査 承 経済産業
省

年2回 ○経13 ○経14 ○経15

大 Ｄ 鉱業 民間企業投資・除却調
査

承 内閣府 年 ○ ○ ○ ○

大 Ｄ 鉱業 企業行動に関するアン
ケート調査

承 内閣府 年 ○ ○内2 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 Ｄ 鉱業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

大 Ｄ 鉱業 民間給与実態統計調
査

指 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2 ○

大 Ｄ 鉱業 法人企業統計調査 指 財務省 年 ○ ○ ○財3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 Ｄ 鉱業 民間企業の研究活動
に関する調査

承 文部科学
省

年 ○文3 ○文1

大 Ｄ 鉱業 賃金構造基本統計調
査

指 厚生労働
省

年 ○(厚15) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚16 ○ ○ ○ ○厚17 ○ ○ ○厚18 ○

大 Ｄ 鉱業 賃金引上げ等の実態
に関する調査

承 厚生労働
省

年 ○(厚19) ○ ○ ○ ○厚20

大 Ｄ 鉱業 就労条件総合調査 承 厚生労働
省

年(項目
はﾛｰ
ﾃｰｼｮﾝ)

○(厚24) ○ ○ ○ ○
20
年

○ ○
18
年

○
18
年

○
18
年

○厚22 ○ ○ ○ ○厚20
○厚23

項目については過去３年分
につき記入

大 Ｄ 鉱業 労働災害動向調査
（乙調査）

承 厚生労働
省

年 ○ ○(厚7) ○ ○ ○ ○ ○厚8 ○

大 Ｄ 鉱業 労働組合基礎調査 承 厚生労働
省

年 ○(厚2) ○ ○厚3 ○厚4 ○

大 Ｄ 鉱業 雇用均等基本調査 承 厚生労働
省

年 ○(厚19)
○(厚36
①）

○ ○ ○厚39

大 Ｄ 鉱業 経済産業省企業活動
基本調査

指 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○(経16) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経17 ○ ○ ○ ○ ○ ○経18 ○ ○ ○ ○ ○経19 ○経20 ○ ○経21

大 Ｄ 鉱業 本邦鉱業のすう勢調査承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経22 ○経23 ○経24 ○
経
14
9

○

4
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大 Ｄ 鉱業 外資系企業動向調査 承 経済産業
省

年 ○ ○ ○(経25) ○ ○ ○ ○ ○経26 ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 Ｄ 鉱業 海外事業活動基本調
査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○(経31)
○(経32)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経33
○経34

○ ○経35 ○経36

大 Ｄ 鉱業 公害防止設備投資調
査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○
経
37

○ ○経38

大 Ｄ 鉱業 水質汚濁物質排出量
総合調査

承 経済産業
省

年 ○ ○(経39) ○ ○ ○
経
40

○経41

大 Ｄ 鉱業 容器包装利用・製造等
実態調査

承 経済産業
省

年 ○ ○
経
42

○
経
43

○経44
○経45

○経46

大 Ｄ 鉱業 情報処理実態調査 承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○経47 ○ ○ ○経48 ○経
49

○経50 ○経51 ○経52 ○ ○経53 ○ ○経54 ○ ○

大 Ｄ 鉱業 知的財産活動調査(経
55)

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○
(経
56)

○(経57) ○ ○ ○経58 ○経59 ○ ○経60 ○経61

大 Ｄ 鉱業 一般資産水害統計調
査

承 国土交通
省

年 ○国7 ○ ○

大 Ｄ 鉱業 企業の土地取得状況
等に関する調査

承 国土交通
省

年 ○ ○ ○ ○(国1) ○ ○
国
１２

○

大 Ｄ 鉱業 土地保有移動調査 承 国土交通
省

年 ○ ○ ○
国
１２

○ ○国１３

大 Ｄ 鉱業 北海道法人企業投資
状況調査

承 国土交通
省

年 ○国2 ○国3 ○
国
4

・調査対象は北海道内に
本・支店をおく民間法人

大 Ｄ 鉱業 環境にやさしい企業行
動調査

承 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に
関する取組や意識に関する
調査

大 Ｄ 鉱業 産業廃棄物排出・処理
状況調査

届 環境省 年

大 Ｄ 鉱業 職種別民間給与実態
調査

届 人事院 年 ○ ○人1 ○人2
○人4

○ ○人3 ○人６

大 Ｄ 鉱業 民間企業の勤務条件
制度等調査

届 人事院 年 ○人1 ○人4 ○ ○ ○ ○人5

大 Ｄ 鉱業 大気汚染物質排出量
総合調査

承 環境省 3年 ○環2 ○ ○

大 Ｄ 鉱業 事業所・企業統計調査 指 総務省 5年総4 ○ ○ ○ ○ ○ ○総6 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総7 ○
総
１９

○ ○ ○総２０

大 Ｄ 鉱業 労働環境調査 承 厚生労働
省

5年 ○厚24 ○ ○ ○ ○厚25

大 Ｄ 鉱業 労働者健康状況調査 承 厚生労働
省

5年 ○厚9 ○ ○ ○ ○厚10 ○厚11

大 Ｄ 鉱業 技術革新と労働に関
する実態調査

承 厚生労働
省

5年 ○厚26 ○ ○ ○ ○ ○厚27

大 Ｄ 鉱業 労働組合活動実態調
査

承 厚生労働
省

5年 ○厚28 ○厚29

大 Ｄ 鉱業 労働協約等実態調査 承 厚生労働
省

5年 ○厚30 ○厚31

大 Ｄ 鉱業 団体交渉と労働争議
に関する実態調査

承 厚生労働
省

5年 ○厚32 ○厚33

大 Ｄ 鉱業 労働組合実態調査 承 厚生労働
省

5年 ○厚30 ○厚34

大 Ｄ 鉱業 労使コミュニケーション
調査

承 厚生労働
省

5年 ○厚35 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚36 ○厚37

大 Ｄ 鉱業 障害者雇用実態調査 承 厚生労働
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 Ｄ 鉱業 鉱工業投入調査 承 経済産業
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
経
63

○
経
64

○ ○ ○経65 調査結果非公表

大 Ｄ 鉱業 商品流通調査 承 経済産業
省

5年 ○ ○ ○
経
66

○経67 調査結果非公表

大 Ｄ 鉱業 資本財販売先調査 承 経済産業
省

5年 ○ ○経68 調査結果非公表

大 Ｄ 鉱業 埋蔵鉱量統計調査 指 経済産業
省

5年 ○経69 ○経70

大 Ｄ 鉱業 法人土地基本調査 指 国土交通
省

5年 ○ ○ ○ ○国6 ○ ○
国
１５

○ ○
国
１４

大 Ｄ 鉱業 法人建物調査 承 国土交通
省

5年 ○ ○
国
１５

○ ○
国
１４

大 Ｄ 鉱業 体育・スポーツ施設現
況調査

承 文部科学
省

6年 △ ○文2 ○ ○文4

5
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大 Ｄ 鉱業 就業形態の多様化に
関する総合実態調査

承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚38 ○ ○ ○厚6 ○ ○厚39 ○

大 Ｄ 鉱業 高年齢者就業実態調
査

承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○ ○ ○ ○ ○厚39 ○

大 Ｄ 鉱業 派遣労働者実態調査 承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○厚39 ○
厚
６６

大 Ｄ 鉱業 企業における若年者
雇用実態調査

承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚14
○厚41

○厚39

大 Ｄ 鉱業 転職者実態調査 承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○厚41
○厚53

○

大 Ｄ 鉱業 パートタイム労働者総
合実態調査

承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○厚16 ○ ○ ○ ○ ○厚54 ○ ○ ○ ○厚18
○厚39

中 05 鉱業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

中 05 鉱業 水質汚濁物質排出量
総合調査

承 環境省 年 △ ○ ○(環3) ○ ○ ○ ○ ○ 水質汚濁防止法の特定施
設を持つ事業場で排水基
準が係るものに限る。

小 051 金属鉱業 レアメタル生産動態統
計調査

承 経済産業
省

月 ○ ○ ○経71 ○経72 ○経73 ○経74

小 051 金属鉱業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

小 051 金属鉱業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

小 051 金属鉱業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

小 053 原油・天然ガス鉱業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

小 053 原油・天然ガス鉱業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

小 053 原油・天然ガス鉱業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

大 Ｅ 建設業 毎月勤労統計調査 指 厚生労働
省

月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主
体となって行っている

大 Ｅ 建設業 労働争議統計調査 届 厚生労働
省

月 ○ ○ ○ ○厚1 ○ 　

大 Ｅ 建設業 建設工事統計調査 指 国土交通
省

月 ○ ○ ○
国
１５

○

大 Ｅ 建設業 法人企業景気予測調
査

承 内閣府・
財務省

四半期 ○ ○財3 ○ ○ ○内1

大 Ｅ 建設業 法人企業統計調査 指 財務省 四半期 ○ ○ ○財3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○

大 Ｅ 建設業 労働経済動向調査 承 厚生労働
省

四半期 ○厚60 ○ ○ ○厚44 ○厚45 ○厚46

大 Ｅ 建設業 海外現地法人四半期
調査（旧　企業動向調
査）

承 経済産業
省

四半期 ○ ○ ○経9 ○ ○経10 ○ ○経11 ○経12

大 Ｅ 建設業 短観（全国企業短期経
済観測調査）

届 日本銀行 四半期 ○ ○(日1) ○ ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○日2 ○ △ ○日3 ○ ○日4

大 Ｅ 建設業 雇用動向調査 承 厚生労働
省

半年 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚14 ○
厚
６５

○

大 Ｅ 建設業 労働災害動向調査
（甲調査）

承 厚生労働
省

半年 ○ ○(厚7) ○ ○ ○ ○ ○厚8 ○

大 Ｅ 建設業 電力需要調査 承 経済産業
省

年2回 ○経13 ○経75 ○経76

大 Ｅ 建設業 民間企業投資・除却調
査

承 内閣府 年 ○ ○ ○ ○

大 Ｅ 建設業 企業行動に関するアン
ケート調査

承 内閣府 年 ○ ○内2 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 Ｅ 建設業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

大 Ｅ 建設業 民間給与実態統計調
査

指 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2 ○

大 Ｅ 建設業 法人企業統計調査 指 財務省 年 ○ ○ ○財3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 Ｅ 建設業 民間企業の研究活動
に関する調査

承 文部科学
省

年 ○文3 ○文1

大 Ｅ 建設業 賃金構造基本統計調
査

指 厚生労働
省

年 ○厚15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚16 ○ ○ ○ ○厚17 ○ ○ ○厚18 ○

大 Ｅ 建設業 賃金引上げ等の実態
に関する調査

承 厚生労働
省

年 ○厚19 ○ ○ ○ ○厚20

大 Ｅ 建設業 就労条件総合調査 承 厚生労働
省

年(項目
はﾛｰ
ﾃｰｼｮﾝ)

○厚24 ○ ○ ○ ○
20
年

○ ○
18
年

○
18
年

○
18
年

○厚22 ○ ○
17
年

○ ○厚20
○厚23

項目については過去３年分
につき記入
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大 Ｅ 建設業 労働災害動向調査
（乙調査）

承 厚生労働
省

年 ○ ○厚7 ○ ○ ○ ○ ○厚8 ○

大 Ｅ 建設業 労働組合基礎調査 承 厚生労働
省

年 ○厚2 ○ ○厚3 ○厚4 ○

大 Ｅ 建設業 雇用均等基本調査 承 厚生労働
省

年 ○厚19
○厚36

○ ○ ○(厚39)

大 Ｅ 建設業 外資系企業動向調査 承 経済産業
省

年 ○ ○ ○経25 ○ ○ ○ ○ ○経26 ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 Ｅ 建設業 海外事業活動基本調
査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○経31
○経32

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経33
○経34

○ ○経35 ○経36

大 Ｅ 建設業 経済産業省設備投資
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○
経
77

○ ○ ○経78 ○
経
79

○
経
80

○ ○経81 ○経82

大 Ｅ 建設業 容器包装利用・製造等
実態調査

承 経済産業
省

年 ○ ○
経
42

○
経
43

○経44
○経45

○経46

大 Ｅ 建設業 情報処理実態調査 承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○経47 ○ ○ ○(経48) ○経
49

○経50 ○経51 ○経52 ○ ○経53 ○ ○経54 ○ ○

大 Ｅ 建設業 中小企業実態基本調
査

承 経済産業
省

年 ○ ○(経83) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経84 ○ ○ ○ ○ ○経85
○経86

○ ○経87 ○ ○経88
○経89

○
経
15
3,1
54

○
経
154

大 Ｅ 建設業 知的財産活動調査(経
55)

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○
(経
56)

○(経57) ○ ○ ○経58 ○経59 ○ ○経60 ○経61

大 Ｅ 建設業 建設工事統計調査 指 国土交通
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 Ｅ 建設業 建設業活動実態調査 承 国土交通
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 Ｅ 建設業 一般資産水害統計調
査

承 国土交通
省

年 ○国7 ○ ○

大 Ｅ 建設業 企業の土地取得状況
等に関する調査

承 国土交通
省

年 ○ ○ ○ ○(国1) ○ ○
国
１２

○

大 Ｅ 建設業 土地保有移動調査 承 国土交通
省

年 ○ ○ ○
国
１２

○ ○国１３

大 Ｅ 建設業 北海道法人企業投資
状況調査

承 国土交通
省

年 ○国2 ○国3 ○
国
4

・調査対象は北海道内に
本・支店をおく民間法人

大 Ｅ 建設業 環境にやさしい企業行
動調査

承 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に
関する取組や意識に関する
調査

大 Ｅ 建設業 産業廃棄物排出・処理
状況調査

届 環境省 年

大 Ｅ 建設業 職種別民間給与実態
調査

届 人事院 年 ○ ○人1 ○人2
○人4

○ ○人3 ○人６

大 Ｅ 建設業 民間企業の勤務条件
制度等調査

届 人事院 年 ○人1 ○人4 ○ ○ ○ ○人5

大 Ｅ 建設業 建設業構造基本調査 承 国土交通
省

3年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
国
１６

大 Ｅ 建設業 大気汚染物質排出量
総合調査

承 環境省 3年 ○環2 ○ ○

大 Ｅ 建設業 事業所・企業統計調査 指 総務省 5年総4 ○ ○ ○ ○ ○ ○総6 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総7 ○
総
１９

○ ○ ○総２０

大 Ｅ 建設業 労働安全衛生基本調
査

承 厚生労働
省

5年 ○厚49 ○ ○ ○ ○ ○厚50

大 Ｅ 建設業 労働環境調査 承 厚生労働
省

5年 ○厚24 ○ ○ ○

大 Ｅ 建設業 労働者健康状況調査 承 厚生労働
省

5年 ○厚9 ○ ○ ○ ○(厚10) ○厚11

大 Ｅ 建設業 技術革新と労働に関
する実態調査

承 厚生労働
省

5年 ○厚26 ○ ○ ○ ○ ○厚27

大 Ｅ 建設業 建設業労働災害防止
対策等総合実態調査

承 厚生労働
省

5年 ○厚51 ○ ○ ○ ○厚52

大 Ｅ 建設業 労働組合活動実態調
査

承 厚生労働
省

5年 ○厚28 ○厚29

大 Ｅ 建設業 労働協約等実態調査 承 厚生労働
省

5年 ○厚30 ○厚31

大 Ｅ 建設業 団体交渉と労働争議
に関する実態調査

承 厚生労働
省

5年 ○厚32 ○厚33

大 Ｅ 建設業 労働組合実態調査 承 厚生労働
省

5年 ○厚30 ○厚34

大 Ｅ 建設業 労使コミュニケーション
調査

承 厚生労働
省

5年 ○厚35 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚36 ○厚37

大 Ｅ 建設業 障害者雇用実態調査 承 厚生労働
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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大 Ｅ 建設業 土木工事間接工事費
内訳調査

承 国土交通
省

5年 対象工事の費用内訳を調
査

大 Ｅ 建設業 建築工事費内訳調査 承 国土交通
省

5年 対象工事の費用内訳を調
査

大 Ｅ 建設業 土木工事費内訳調査 承 国土交通
省

5年 対象工事の費用内訳を調
査

大 Ｅ 建設業 独立行政法人等土木
工事費内訳調査

承 国土交通
省

5年 対象工事の費用内訳を調
査

大 Ｅ 建設業 公共事業工事費内訳
調査

届 国土交通
省

5年 対象工事の費用内訳を調
査

大 Ｅ 建設業 公共事業工事費内訳
調査予備調査

届 国土交通
省

5年 対象工事の費用内訳を調
査

大 Ｅ 建設業 法人土地基本調査 指 国土交通
省

5年 ○ ○ ○ ○(国6) ○ ○
国
１５

○ ○
国
１４

大 Ｅ 建設業 法人建物調査 承 国土交通
省

5年 ○ ○
国
１５

○ ○
国
１４

大 Ｅ 建設業 体育・スポーツ施設現
況調査

承 文部科学
省

6年 △ ○文2 ○ ○文4

大 Ｅ 建設業 就業形態の多様化に
関する総合実態調査

承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚38 ○ ○ ○厚6 ○ ○厚39 ○

大 Ｅ 建設業 高年齢者就業実態調
査

承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○ ○ ○ ○ ○厚39 ○

大 Ｅ 建設業 派遣労働者実態調査 承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○厚39 ○
厚
６６

大 Ｅ 建設業 企業における若年者
雇用実態調査

承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚14
○厚41

○厚39

大 Ｅ 建設業 転職者実態調査 承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○厚41
○厚53

○

大 Ｅ 建設業 パートタイム労働者総
合実態調査

承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○厚16 ○ ○ ○ ○ ○厚54 ○ ○ ○ ○厚18
○厚39

大 Ｅ 建設業 建設副産物実態調査 承 国土交通
省

基本5
年

○
国
１５

○ 建設工事における建設副
産物の処理状況及び建設
資材の利用状況を調査

中 06 総合工事業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

中 06 総合工事業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 06 総合工事業 水質汚濁物質排出量
総合調査

承 環境省 年 △ ○ ○環3 ○ ○ ○ ○ ○ 水質汚濁防止法の特定施
設を持つ事業場で排水基
準が係るものに限る。

中 06 総合工事業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 06 総合工事業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 06 総合工事業 建設機械損料調査 承 国土交通
省

2年 △ ○国8

中 06 総合工事業 建設資材・労働力需要
実態調査

承 国土交通
省

3年 建設資材の使用量等調査

小 061 一般土木建築工事業 農業土木事業投入調
査

届 農林水産
省

5年 ○

小 062 土木工事業（舗装工事業
を除く）

農業土木事業投入調
査

届 農林水産
省

5年 △ 0621土木工事業のみが該
当

小 063 舗装工事業 農業土木事業投入調
査

届 農林水産
省

5年 ○

小 063 舗装工事業 林業公共事業投入調
査

届 農林水産
省

5年 ○

小 064 建築工事業(木造建築工
事業を除く)

生産・出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

中 07 職別工事業（設備工事を
除く）

エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 071 大工工事業 建設労働需給調査 承 国土交通
省

月 ○
国
１５

当該調査は、建設技能労
働者の需給状況等を職種
別・地域別に把握するもの
であり、いずれの調査事項
にも該当しない。

小 072 とび･土工･コンクリート工
事業

建設労働需給調査 承 国土交通
省

月 ○
国
１５

当該調査は、建設技能労
働者の需給状況等を職種
別・地域別に把握するもの
であり、いずれの調査事項
にも該当しない。

小 073 鉄骨･鉄筋工事業 建設労働需給調査 承 国土交通
省

月 ○
国
１５

当該調査は、建設技能労
働者の需給状況等を職種
別・地域別に把握するもの
であり、いずれの調査事項
にも該当しない。
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統　計　マ　ッ　プ （サービス分野以外）
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小 075 左官工事業 建設労働需給調査 承 国土交通
省

月 ○
国
１５

当該調査は、建設技能労
働者の需給状況等を職種
別・地域別に把握するもの
であり、いずれの調査事項
にも該当しない。

中 08 設備工事業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 08 設備工事業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 08 設備工事業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 08 設備工事業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 081 電気工事業 建設労働需給調査 承 国土交通
省

月 ○
国
１５

当該調査は、建設技能労
働者の需給状況等を職種
別・地域別に把握するもの
であり、いずれの調査事項
にも該当しない。

小 082 電気通信・信号装置工事
業

通信関連業実態調査 承 総務省 2年 △ △ △ △総8 △ △ △ △ △ △ △総9 △ △ △ △ △ △総10 △ 経営上の問題点など

小 083 管工事業（さく井工事業を
除く）

建設労働需給調査 承 国土交通
省

月 ○
国
１５

当該調査は、建設技能労
働者の需給状況等を職種
別・地域別に把握するもの
であり、いずれの調査事項
にも該当しない。

大 Ｆ 製造業 毎月勤労統計調査 指 厚生労働
省

月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主
体となって行っている。

大 Ｆ 製造業 労働争議統計調査 届 厚生労働
省

月 ○ ○ ○ ○厚1 ○

大 Ｆ 製造業 経済産業省生産動態
統計調査

指 経済産業
省

月 ○
経
1

○ ○
経
2

△(経90) △ △経3 △経91 △経92

大 Ｆ 製造業 経済産業省特定業種
石油等消費統計調査
(石油等消費動態統計
調査)

指 経済産業
省

月 ○
経
1

○経93
△経94

大 Ｆ 製造業 製造工業生産予測調
査

承 経済産業
省

月 ○経95

大 Ｆ 製造業 下請中小企業短期動
向調査

承 経済産業
省

月 ○ ○経96 ○ ○ ○経97

大 Ｆ 製造業 法人企業景気予測調
査

承 内閣府・
財務省

四半期 ○ ○財3 ○ ○ ○内1

大 Ｆ 製造業 個人企業経済調査 指 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総11 ○ ○総12 ○
総
18

大 Ｆ 製造業 法人企業統計調査 指 財務省 四半期 ○ ○ ○財3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○

大 Ｆ 製造業 労働経済動向調査 承 厚生労働
省

四半期 ○厚60 ○ ○ ○厚44 ○厚45 ○厚46

大 Ｆ 製造業 海外現地法人四半期
調査（旧　企業動向調
査）

承 経済産業
省

四半期 ○ ○ ○経9 ○ ○経11 ○ ○経12

大 Ｆ 製造業 電力需要調査 承 経済産業
省

年2回 ○

大 Ｆ 製造業 短観（全国企業短期経
済観測調査）

届 日本銀行 四半期 ○ ○日1 ○ ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○日2 ○ △ ○日3 ○ ○日4

大 Ｆ 製造業 雇用動向調査 承 厚生労働
省

半年 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚14 ○
厚
６５

○

大 Ｆ 製造業 労働災害動向調査
（甲調査）

承 厚生労働
省

半年 ○ ○厚7 ○ ○ ○ ○ ○厚8 ○

大 Ｆ 製造業 工場立地動向調査 承 経済産業
省

半年 ○ ○ ○経100 ○ ○
経
10
1

○経102 ○ ○経103 ○経104

大 Ｆ 製造業 民間企業投資・除却調
査

承 内閣府 年 ○ ○ ○ ○

大 Ｆ 製造業 企業行動に関するアン
ケート調査

承 内閣府 年 ○ ○内2 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 Ｆ 製造業 個人企業経済調査 指 総務省 年 ○ ○ ○総13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総14 ○ ○ ○総15 ○ ○ ○ ○総16 ○ ○総17 ○
総
18

大 Ｆ 製造業 民間給与実態統計調
査

指 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2 ○

大 Ｆ 製造業 法人企業統計調査 指 財務省 年 ○ ○ ○財３ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 Ｆ 製造業 民間企業の研究活動
に関する調査

承 文部科学
省

年 ○文3 ○文1
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大 Ｆ 製造業 賃金構造基本統計調
査

指 厚生労働
省

年 ○厚15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚16 ○ ○ ○ ○厚17 ○ ○ ○厚18 ○

大 Ｆ 製造業 賃金引上げ等の実態
に関する調査

承 厚生労働
省

年 ○厚19 ○ ○ ○ ○厚20

大 Ｆ 製造業 就労条件総合調査 承 厚生労働
省

年(項目
はﾛｰ
ﾃｰｼｮﾝ)

○厚24 ○ ○ ○ ○
20
年

○ ○
18
年

○
18
年

○
18
年

○厚22 ○ ○
17
年

○ ○厚20
○厚23

項目については過去３年分
につき記入

大 Ｆ 製造業 労働災害動向調査
（乙調査）

承 厚生労働
省

年 ○ ○厚7 ○ ○ ○ ○ ○厚8 ○

大 Ｆ 製造業 労働組合基礎調査 承 厚生労働
省

年 ○厚2 ○ ○厚3 ○厚4 ○

大 Ｆ 製造業 最低賃金に関する実
態調査（賃金改定状況
調査）

承 厚生労働
省

年 ○ ○ ○   ○ ○ ○厚53 ○厚54 ○ ○ ○厚55 ○厚６７

大 Ｆ 製造業 最低賃金に関する実
態調査（最低賃金に関
する基礎調査）

承 厚生労働
省

年 ○ ○   ○ ○ ○厚53 ○厚56 ○ ○ ○

大 Ｆ 製造業 雇用均等基本調査 承 厚生労働
省

年 ○厚19
○厚36

○ ○ ○厚39

大 Ｆ 製造業 家内労働概況調査 届 厚生労働
省、都道
府県労働
局

年 ○厚57

大 Ｆ 製造業 工業統計調査 指 経済産業
省

年 ○ ○
経
1

○ ○経105 ○ ○ ○
経
10
6

○
経
10
6

○ ○ ○ ○ ○ △経107 ○ ○ ○ ○ ○経108 ○ ○ ○経109 ○ ○ ○ ○経110 ○経111 ○経112 ○
経
14
9

○
経
148

○ ○経150
○経151

大 Ｆ 製造業 経済産業省企業活動
基本調査

指 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○経16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経17 ○ ○ ○ ○ ○ ○経18 ○ ○ ○ ○ ○経19 ○経20 ○ ○経21

大 Ｆ 製造業 外資系企業動向調査 承 経済産業
省

年 ○ ○ ○経25 ○ ○ ○ ○ ○経26 ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 Ｆ 製造業 海外事業活動基本調
査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○経31
○経32

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経33
○経34

○ ○経35 ○経36

大 Ｆ 製造業 経済産業省設備投資
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○
経
77

○ ○ ○経78 ○
経
79

○
経
80

○ ○経81 ○経82

大 Ｆ 製造業 容器包装利用・製造等
実態調査

承 経済産業
省

年 ○ ○
経
42

○
経
43

○経44
○経45

○経46

大 Ｆ 製造業 バイオ産業創造基礎
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○経113 ○ ○ ○ ○経114 ○

大 Ｆ 製造業 情報処理実態調査 承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○経47 ○ ○ ○経48 ○経
49

○経50 ○経51 ○経52 ○ ○経53 ○ ○経54 ○ ○

大 Ｆ 製造業 中小企業実態基本調
査

承 経済産業
省

年 ○ ○経83 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経84 ○ ○ ○ ○ ○経115
○経116

○ ○経117 ○ ○経118
○経119

○
経
15
3，
経
15
4

○
経
154

大 Ｆ 製造業 知的財産活動調査(経
55)

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○
経
56

○経57 ○ ○ ○経58 ○経59 ○ ○経60 ○経61

大 Ｆ 製造業 一般資産水害統計調
査

承 国土交通
省

年 ○国7 ○ ○

大 Ｆ 製造業 企業の土地取得状況
等に関する調査

承 国土交通
省

年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○
国
１２

○

大 Ｆ 製造業 土地保有移動調査 承 国土交通
省

年 ○ ○ ○
国
１２

○ ○国１３

大 Ｆ 製造業 北海道法人企業投資
状況調査

承 国土交通
省

年 ○国2 ○国3 ○
国
4

・調査対象は北海道内に
本・支店をおく民間法人

大 Ｆ 製造業 環境にやさしい企業行
動調査

承 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に
関する取組や意識に関する
調査

大 Ｆ 製造業 水質汚濁物質排出量
総合調査

承 環境省 年 △ ○ ○環3 ○ ○ ○ ○ ○ 水質汚濁防止法の特定施
設を持つ事業場で排水基
準が係るものに限る。

大 Ｆ 製造業 産業廃棄物排出・処理
状況調査

届 環境省 年

大 Ｆ 製造業 職種別民間給与実態
調査

届 人事院 年 ○ ○人1 ○人2
○人4

○ ○人3 ○人６

大 Ｆ 製造業 民間企業の勤務条件
制度等調査

届 人事院 年 ○人1 ○人4 ○ ○ ○ ○人5

大 Ｆ 製造業 家内労働等実態調査 承 厚生労働
省、都道
府県労働
局

3年 ○厚58 ○ ○ ○ 　 ○厚59
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統　計　マ　ッ　プ （サービス分野以外）
基本属性 従業者数 労働費用 労働制度 資産・負債 損益 設備 その他 地域表章

分
類
区
分

分
類
記
号

産
業
分
類
名

調
査
名

指
定
・
承
認
・
届
出
の
区
分

実
施
機
関

調
査
周
期

組
織
の
経
営
形
態

本
店
・
支
店

開
設
時
期

営
業
日
数
・
時
間

兼
業
状
況

資
本
金
・
出
資
金

親
会
社
・
子
会
社
・
関
連
会
社

そ
の
他

従
業
者
数
（

総
括
）

総
従
業
者
数

 
個
人
業
主

 
家
族
従
業
者

 
有
給
役
員

 
雇
用
者
数

　
　
常
用
雇
用
者
数

　
　
臨
時
・
日
雇
数

 
出
向
・
派
遣
受
入
数

男
女
別

年
齢
別

求
人
数
・
就
職
者
数

退
職
者
数

そ
の
他

給
与
（

総
括
）

給
与
総
額

現
金
給
与
総
額

賞
与
・
期
末
手
当

福
利
厚
生
費

そ
の
他

労
働
日
数
・
休
暇

雇
用
保
険
制
度

定
年
制
度

労
働
時
間

そ
の
他

資
産
・
負
債
額

在
庫
額

有
形
固
定
資
産
額

無
形
固
定
資
産
額

借
入
金

そ
の
他

売
上
高
・
収
入
額

売
上
原
価

営
業
費
用

リ
ー

ス
料

そ
の
他

各
種
設
備

設
備
投
資
額

そ
の
他

電
子
商
取
引

そ
の
他

ブ
ロ
ッ
ク
別

都
道
府
県
別

市
町
村
別

そ
の
他

備
考

産業分類

大 Ｆ 製造業 大気汚染物質排出量
総合調査

承 環境省 3年 ○環2 ○ ○

大 Ｆ 製造業 事業所・企業統計調査 指 総務省 5年総4 ○ ○ ○ ○ ○ ○総6 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総7 ○
総
19

○ ○ ○総20

大 Ｆ 製造業 労働安全衛生基本調
査

承 厚生労働
省

5年 ○厚49 ○ ○ ○ ○ ○厚50

大 Ｆ 製造業 労働環境調査 承 厚生労働
省

5年 ○厚24 ○ ○ ○ ○厚25

大 Ｆ 製造業 労働者健康状況調査 承 厚生労働
省

5年 ○厚9 ○ ○ ○ ○(厚10) ○厚11

大 Ｆ 製造業 技術革新と労働に関
する実態調査

承 厚生労働
省

5年 ○厚26 ○ ○ ○ ○ ○厚27

大 Ｆ 製造業 労働組合活動実態調
査

承 厚生労働
省

5年 ○厚28 ○厚29

大 Ｆ 製造業 労働協約等実態調査 承 厚生労働
省

5年 ○厚30 ○厚31

大 Ｆ 製造業 団体交渉と労働争議
に関する実態調査

承 厚生労働
省

5年 ○厚32 ○厚33

大 Ｆ 製造業 労働組合実態調査 承 厚生労働
省

5年 ○厚30 ○厚34

大 Ｆ 製造業 労使コミュニケーション
調査

承 厚生労働
省

5年 ○厚35 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚36 ○厚37

大 Ｆ 製造業 障害者雇用実態調査 承 厚生労働
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 Ｆ 製造業 鉱工業投入調査 承 経済産業
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
経
63

○
経
64

○ ○ ○経65 調査結果非公表

大 Ｆ 製造業 商品流通調査 承 経済産業
省

5年 ○ ○ ○
経
66

○経67 調査結果非公表

大 Ｆ 製造業 資本財販売先調査 承 経済産業
省

5年 ○ ○経68 調査結果非公表

大 Ｆ 製造業 法人土地基本調査 指 国土交通
省

5年 ○ ○ ○ ○国6 ○ ○
国
１５

○ ○
国
１４

大 Ｆ 製造業 法人建物調査 承 国土交通
省

5年 ○ ○
国
１５

○ ○
国
１４

大 Ｆ 製造業 体育・スポーツ施設現
況調査

承 文部科学
省

6年 △ ○文2 ○ ○文4

大 Ｆ 製造業 東京都市圏物資流動
調査

承 国土交通
省

10年 ○ ○ ○ ○国10 ○ ○ ○国11 ○ ○

大 Ｆ 製造業 中京都市圏物資流動
調査

承 国土交通
省

10年 ○ ○ ○ ○国10 ○ ○ ○国11

大 Ｆ 製造業 京阪神都市圏物資流
動調査

承 国土交通
省

10年 ○ ○ ○国10 ○ ○ ○国11 ○ ○

大 Ｆ 製造業 就業形態の多様化に
関する総合実態調査

承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚38 ○ ○ ○厚6 ○ ○厚39 ○

大 Ｆ 製造業 高年齢者就業実態調
査

承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○ ○ ○ ○ ○厚39 ○

大 Ｆ 製造業 派遣労働者実態調査 承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○厚39 ○
厚
６６

大 Ｆ 製造業 企業における若年者
雇用実態調査

承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚14
○厚41

○厚39

大 Ｆ 製造業 転職者実態調査 承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○厚41
○厚53

○

大 Ｆ 製造業 パートタイム労働者総
合実態調査

承 厚生労働
省

不定期 ○厚60 ○ ○ ○ ○ ○厚16 ○ ○ ○ ○ ○厚54 ○ ○ ○ ○厚18
○厚39

大 Ｆ 製造業 小規模事業所におけ
る工業用水実態調査

承 国土交通
省

不定期 ○ ○ 製造業（従業者数30人未
満）における1日当たりの水
源別用水量、1日当たり用
途別用水量を調査

中 09 食料品製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 09 食料品製造業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 09 食料品製造業 食品循環資源の再生
利用等実態調査

承 農林水産
省

年 ○ ○

中 09 食料品製造業 農林水産関連企業設
備投資動向調査

承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中 09 食料品製造業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 09 食料品製造業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 09 食料品製造業 食品流通構造調査（青
果物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ 095糖類製造業、096精穀・
製粉業、0994あん類製造業
を除く
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統　計　マ　ッ　プ （サービス分野以外）
基本属性 従業者数 労働費用 労働制度 資産・負債 損益 設備 その他 地域表章
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定
・
承
認
・
届
出
の
区
分

実
施
機
関

調
査
周
期

組
織
の
経
営
形
態

本
店
・
支
店

開
設
時
期

営
業
日
数
・
時
間

兼
業
状
況

資
本
金
・
出
資
金

親
会
社
・
子
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社
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従
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（
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業
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従
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給
役
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臨
時
・
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雇
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向
・
派
遣
受
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男
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別

年
齢
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数
・
就
職
者
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職
者
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の
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給
与
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総
括
）

給
与
総
額
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金
給
与
総
額

賞
与
・
期
末
手
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福
利
厚
生
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そ
の
他

労
働
日
数
・
休
暇

雇
用
保
険
制
度

定
年
制
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労
働
時
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そ
の
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資
産
・
負
債
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在
庫
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有
形
固
定
資
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無
形
固
定
資
産
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借
入
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そ
の
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売
上
高
・
収
入
額

売
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営
業
費
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リ
ー

ス
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そ
の
他

各
種
設
備

設
備
投
資
額

そ
の
他

電
子
商
取
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そ
の
他

ブ
ロ
ッ
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別

都
道
府
県
別

市
町
村
別

そ
の
他

備
考

産業分類

中 ０９ 食料品製造業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 091 畜産食料品製造業 牛乳乳製品統計調査 指 農林水産
省

月,年 △ △ △ △ △ 0911肉製品製造業、0919
その他の畜産食料品製造
業を除く

小 091 畜産食料品製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 091 畜産食料品製造業 食品流通構造調査（畜
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 091 畜産食料品製造業 食品流通構造調査（水
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 091 畜産食料品製造業 食品産業活動実態調
査

承 農林水産
省

年、3年 ○ ○ ○ ○

小 091 畜産食料品製造業 食品工業投入調査 承 農林水産
省

5年 △ △ 0911肉製品製造業のみが
該当

小 092 水産食料品製造業 食品流通構造調査（畜
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 092 水産食料品製造業 食品流通構造調査（水
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 092 水産食料品製造業 食品産業活動実態調
査

承 農林水産
省

年、3年 ○ ○ ○ ○

小 092 水産食料品製造業 漁業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 092 水産食料品製造業 食品工業投入調査 承 農林水産
省

5年 △ △ 0925冷凍水産物製造業、
0926冷凍水産食品製造業
を除く

小 092 水産食料品製造業 水産加工業経営調査 承 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 093 野菜缶詰・果実缶詰・農
産保存食料品製造業

食料品生産実態調査 承 農林水産
省

月,四半
期,年

△ △ △ △ △ 0931野菜缶詰・果実缶詰・
農産保存食料品製造業（野
菜漬物を除く）のみ対象

小 093 野菜缶詰・果実缶詰・農
産保存食料品製造業

食品流通構造調査（畜
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 093 野菜缶詰・果実缶詰・農
産保存食料品製造業

食品流通構造調査（水
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 093 野菜缶詰・果実缶詰・農
産保存食料品製造業

食品産業活動実態調
査

承 農林水産
省

年、3年 ○ ○ ○ ○

小 093 野菜缶詰・果実缶詰・農
産保存食料品製造業

食品工業投入調査 承 農林水産
省

5年 △ △ 0932野菜漬物製造業を除く

小 094 調味料製造業 食料品生産実態調査 承 農林水産
省

月,四半
期,年

△ △ △ △ △ 0944ソース製造業、0945食
酢製造業、0949その他の調
味料製造業のみ対象

小 094 調味料製造業 米麦加工食品生産動
態等統計調査

承 農林水産
省

年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ 0941味そ製造業、0942しょ
う油・食用アミノ酸製造業の
みを対象

小 094 調味料製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 094 調味料製造業 食品流通構造調査（畜
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 094 調味料製造業 食品流通構造調査（水
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 094 調味料製造業 食品産業活動実態調
査

承 農林水産
省

年、3年 ○ ○ ○ ○

小 094 調味料製造業 食品工業投入調査 承 農林水産
省

5年 ○ ○

小 095 糖類製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 095 糖類製造業 食品流通構造調査（畜
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 095 糖類製造業 食品流通構造調査（水
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 095 糖類製造業 食品産業活動実態調
査

承 農林水産
省

年、3年 ○ ○ ○ ○

小 096 精穀・製粉業 米麦加工食品生産動
態等統計調査

承 農林水産
省

年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ 0969その他の精穀・製粉業
のみを対象

小 096 精穀・製粉業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 096 精穀・製粉業 食品流通構造調査（畜
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 096 精穀・製粉業 食品流通構造調査（水
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 096 精穀・製粉業 食品産業活動実態調
査

承 農林水産
省

年、3年 ○ ○ ○ ○

小 097 パン・菓子製造業 食料品生産実態調査 承 農林水産
省

月,四半
期,年

△ △ △ △ △ 0979その他のパン・菓子製
造業のみ対象

小 097 パン・菓子製造業 米麦加工食品生産動
態等統計調査

承 農林水産
省

年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ 0971パン製造業、0973ビス
ケット類・干菓子製造業、0974
米菓製造業のみを対象

小 097 パン・菓子製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △
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小 097 パン・菓子製造業 食品流通構造調査（畜
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 097 パン・菓子製造業 食品流通構造調査（水
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 097 パン・菓子製造業 食品産業活動実態調
査

承 農林水産
省

年、3年 ○ ○ ○ ○

小 097 パン・菓子製造業 食品工業投入調査 承 農林水産
省

5年 ○ ○

小 098 動植物油脂製造業 油糧生産実績調査 承 農林水産
省

月,隔年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 098 動植物油脂製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 098 動植物油脂製造業 食品産業活動実態調
査

承 農林水産
省

年、3年 ○ ○ ○ ○

小 098 動植物油脂製造業 食品工業投入調査 承 農林水産
省

5年 ○ ○

小 098 動植物油脂製造業 漁業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 099 その他の食料品製造業 食料品生産実態調査 承 農林水産
省

月,四半
期,年

△ △ △ △ △ 0999他に分類されない食料
品製造業

小 099 その他の食料品製造業 米麦加工食品生産動
態等統計調査

承 農林水産
省

年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ 0992めん類製造業のみを
対象

小 099 その他の食料品製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 099 その他の食料品製造業 食品流通構造調査（畜
産物調査）

承 農林水産
省

3年 ○ ○ ○

小 099 その他の食料品製造業 食品流通構造調査（水
産物調査）

承 農林水産
省

3年 △ △ △ 0995冷凍調理食品製造業、
0996惣菜製造業のみ対象

小 099 その他の食料品製造業 食品産業活動実態調
査

承 農林水産
省

年、3年 ○ ○ ○ ○

小 099 その他の食料品製造業 漁業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 099 その他の食料品製造業 食品工業投入調査 承 農林水産
省

5年 △ △ 0991でんぷん製造業、
0994あん類製造業を除く

中 10 飲料・たばこ・飼料製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 10 飲料・たばこ・飼料製造業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 10 飲料・たばこ・飼料製造業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 10 飲料・たばこ・飼料製造業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 １０ 飲料・たばこ・飼料製造業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 101 清涼飲料製造業 食品循環資源の再生
利用等実態調査

承 農林水産
省

年 ○ ○

小 101 清涼飲料製造業 農林水産関連企業設
備投資動向調査

承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 101 清涼飲料製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 ○

小 101 清涼飲料製造業 食品流通構造調査（青
果物調査）

承 農林水産
省

3年 ○

小 101 清涼飲料製造業 食品産業活動実態調
査

承 農林水産
省

年、3年 ○ ○ ○ ○

小 101 清涼飲料製造業 食品工業投入調査 承 農林水産
省

5年 ○ ○

小 102 酒類製造業 食品循環資源の再生
利用等実態調査

承 農林水産
省

年 ○ ○

小 102 酒類製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 102 酒類製造業 食品流通構造調査（青
果物調査）

承 農林水産
省

3年 ○

小 102 酒類製造業 食品産業活動実態調
査

承 農林水産
省

年、3年 ○ ○ ○ ○

小 103 茶・コーヒー製造業 食料品生産実態調査 承 農林水産
省

月,四半
期,年

△ △ △ △ △ 1032コーヒー製造業のみ対
象

小 103 茶・コーヒー製造業 食品工業投入調査 承 農林水産
省

5年 ○ ○

小 103 茶・コーヒー製造業 食品循環資源の再生
利用等実態調査

承 農林水産
省

年 ○ ○

小 103 茶・コーヒー製造業 農林水産関連企業設
備投資動向調査

承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 103 茶・コーヒー製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 103 茶・コーヒー製造業 食品産業活動実態調
査

承 農林水産
省

年、3年 ○ ○ ○ ○

小 105 たばこ製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △
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小 106 飼料・有機質肥料製造業 農林水産関連企業設
備投資動向調査

承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 106 飼料・有機質肥料製造業 漁業センサス 指 農林水産
省

5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 106 飼料・有機質肥料製造業 飼料・有機質肥料投入
調査

承 農林水産
省

5年 ○ ○

中 11 繊維工業（衣服，その他
の繊維製品を除く）

科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 11 繊維工業（衣服，その他
の繊維製品を除く）

賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 11 繊維工業（衣服，その他
の繊維製品を除く）

退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 11 繊維工業（衣服，その他
の繊維製品を除く）

労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 １１ 繊維工業（衣服，その他
の繊維製品を除く）

エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 111 製糸業(器械製糸製造業) 蚕糸業需給・価格動向
調査

承 農林水産
省

月,年,３
蚕期

○ ○ ○ ○ ○ ○ 調査内容については非公
表

小 111 製糸業 農林水産関連企業設
備投資動向調査

承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 119 その他の繊維工業 薬事工業生産動態統
計調査

指 厚生労働
省

月 ○ ○ ○ ○厚62 1196繊維製衛生材料製造
業のみ対象

中 12 衣服・その他の繊維製品
製造業

科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 12 衣服・その他の繊維製品
製造業

賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 12 衣服・その他の繊維製品
製造業

退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 12 衣服・その他の繊維製品
製造業

労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 12 衣服・その他の繊維製品
製造業

エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

中 13 木材・木製品製造業（家
具を除く）

科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 １３ 木材・木製品製造業（家
具を除く）

エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

中 13 木材・木製品製造業（家
具を除く）

農林水産関連企業設
備投資動向調査

承 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 131 製材業，木製品製造業 木材統計調査 指 農林水産
省

年 ○ ○ ○ ○

小 131 製材業，木製品製造業 木材流通統計調査 承 農林水産
省

5年 ○

小 131 製材業，木製品製造業 木材加工業投入調査 承 農林水産
省

5年 △ △ 1319他に分類されない特殊
製材業を除く

小 131 製材業，木製品製造業 主要建設資材需給・価
格動向調査

承 国土交通
省

月 ○
国
１５

○ 1311一般製材業のみ
価格、需給及び在庫状況
調査

小 132 造作材・合板・建築用組
立材料製造業

木材統計調査 指 農林水産
省

年 △ △ △ △
農
３

１３２２合板製造業のみ対象

小 132 造作材・合板・建築用組
立材料製造業

木材流通統計調査 承 農林水産
省

5年 △ 1325パーティクルボード製
造業、1326銘板・銘木製造
業を除く

小 132 造作材・合板・建築用組
立材料製造業

木材加工業投入調査 承 農林水産
省

5年 △ △ 1322合板製造業、1323集
成材製造業が対象

小 132 造作材・合板・建築用組
立材料製造業

主要建設資材需給・価
格動向調査

承 国土交通
省

月 ○
国
１５

○ 1322合板製造業のみ
価格、需給及び在庫状況
調査

中 14 家具・装備品製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 14 家具・装備品製造業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

中 15 パルプ・紙・紙加工品製
造業

科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 15 パルプ・紙・紙加工品製
造業

賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 15 パルプ・紙・紙加工品製
造業

退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施
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中 15 パルプ・紙・紙加工品製
造業

労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 １５ パルプ・紙・紙加工品製
造業

エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 152 紙製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 159 その他のパルプ・紙・紙加
工品製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 159 その他のパルプ・紙・紙加
工品製造業

薬事工業生産動態統
計調査

指 厚生労働
省

月 ○ ○ ○ ○厚62 1593紙製衛生材料製造業
のみ対象

中 16 印刷・同関連業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 16 印刷・同関連業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 16 印刷・同関連業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 16 印刷・同関連業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 16 印刷・同関連業 家内労働等実態調査
～在宅就業に関する
発注者実態調査～

承 厚生労働
省

3年 ○厚60 ○ ○ ○厚61

中 １６ 印刷・同関連業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 162 製版業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 ○

中 17 化学工業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 17 化学工業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 17 化学工業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 17 化学工業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 17 化学工業 化学物質の製造・輸入
量に関する実態調査

承 経済産業
省

3年 ○経120
○経121

中 １７ 化学工業 エネルギー消費統計
調査

承
認
経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 172 無機化学工業製品製造
業

薬事工業生産動態統
計調査

指 厚生労働
省

月 ○ △ △ △ △ △ ○ ○ ○厚62 1723圧縮ガス・液化ガス製
造業のうち薬事法上の医薬
品のみ対象

小 172 無機化学工業製品製造
業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 173 有機化学工業製品製造
業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 174 化学繊維製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 175 油脂加工製品・石けん・
合成洗剤・界面活性剤・
塗料製造業

科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

小 175 油脂加工製品・石けん・
合成洗剤・界面活性剤・
塗料製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 176 医薬品製造業 薬事工業生産動態統
計調査

指 厚生労働
省

月 ○ △ △ △ △ △ ○ ○ ○厚62 1765動物用医薬品製造業
を除く

小 176 医薬品製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

小 176 医薬品製造業 医薬品・医療機器産業
実態調査

承 厚生労働
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △厚63

小 176 医薬品製造業 農林水産関連企業設
備投資動向調査

承 農林水産
省

年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 1765動物用医薬品製造業
のみ対象

小 176 医薬品製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 177 化粧品･歯磨・その他の化
粧用調整品製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 ○

小 177 化粧品･歯磨・その他の化
粧用調整品製造業

薬事工業生産動態統
計調査

指 厚生労働
省

月 ○ ○ ○ ○厚62 薬事法上の医薬部外品の
み対象

小 179 その他の化学工業 農林水産関連企業設
備投資動向調査

承 農林水産
省

年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 1792農薬製造業、1793香
料製造業を対象

小 179 その他の化学工業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

中 18 石油製品・石炭製品製造
業

石油製品需給動態統
計調査

指 経済産業
省

月 △経122

中 18 石油製品・石炭製品製造
業

石油輸入調査 承 経済産業
省

月 △経152
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中 18 石油製品・石炭製品製造
業

科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 18 石油製品・石炭製品製造
業

賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 18 石油製品・石炭製品製造
業

石油設備調査 承 経済産業
省

隔年 △経123 ○

中 18 石油製品・石炭製品製造
業

退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 18 石油製品・石炭製品製造
業

労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 １８ 石油製品・石炭製品製造
業

エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 181 石油精製業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 ○

小 181 石油精製業 化学物質の製造・輸入
量に関する実態調査

承 経済産業
省

3年 ○経120
○経121

小 183 コークス製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 ○

小 184 舗装材料製造業 主要建設資材需給・価
格動向調査

承 国土交通
省

月 ○
国
１５

○

中 19 プラスチック製品製造業
（別掲を除く）

科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 19 プラスチック製品製造業
（別掲を除く）

賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 19 プラスチック製品製造業
（別掲を除く）

退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 19 プラスチック製品製造業
（別掲を除く）

労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 １９ プラスチック製品製造業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 191 プラスチック板・棒・管・継
手・異形押出製品製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 199 その他のプラスチック製品
製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

中 20 ゴム製品製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 20 ゴム製品製造業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 20 ゴム製品製造業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 20 ゴム製品製造業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 ２０ ゴム製品製造業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 201 タイヤ・チューブ製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 203 ゴムベルト・ゴムホース・工
業用ゴム製品製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

中 21 なめし革・同製品・毛皮製
造業

科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 21 なめし革・同製品・毛皮製
造業

エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

中 22 窯業・土石製品製造業 主要建設資材需給・価
格動向調査

承 国土交通
省

月 ○
国
１５

○

中 22 窯業・土石製品製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 22 窯業・土石製品製造業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 22 窯業・土石製品製造業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 22 窯業・土石製品製造業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 ２２ 窯業・土石製品製造業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 221 ガラス・同製品製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △
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小 222 セメント・同製品製造業 生コンクリート流通統
計調査

承 経済産業
省

四半期 ○ ○ ○(経
124)

○
経
12
5

○経126 ○経127 ○ ○

小 222 セメント・同製品製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △ ○ ○

小 224 陶磁器・同関連製品製造
業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 226 炭素・黒鉛製品製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 228 骨材・石工品等製造業 砕石動態統計調査 承 経済産業
省

四半期 ○ ○ ○ ○ ○経128 ○経129

小 229 その他の窯業・土石製品
製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

中 23 鉄鋼業 鉄鋼需給動態統計調
査

承 経済産業
省

月 ○経130
△経131

中 23 鉄鋼業 鉄鋼生産内訳月報 承 経済産業
省

月 △経132

中 23 鉄鋼業 主要建設資材需給・価
格動向調査

承 国土交通
省

月 ○
国
15

○

中 23 鉄鋼業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 23 鉄鋼業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 23 鉄鋼業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 23 鉄鋼業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 ２３ 鉄鋼業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 231 製鉄業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 231 製鉄業 化学物質の製造・輸入
量に関する実態調査

承 経済産業
省

3年 ○経120
○経121

小 234 表面処理鋼材製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 235 鉄素形材製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 239 その他の鉄鋼業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

中 24 非鉄金属製造業 非鉄金属海外鉱等受
入調査

承 経済産業
省

月 ○経133

中 24 非鉄金属製造業 非鉄金属等需給動態
統計調査

承 経済産業
省

月 ○経134 ○経135
△経136

中 24 非鉄金属製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 24 非鉄金属製造業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 24 非鉄金属製造業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 24 非鉄金属製造業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 ２４ 非鉄金属製造業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 241 非鉄金属第１次製錬・精
製業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 241 非鉄金属第１次製錬・精
製業

化学物質の製造・輸入
量に関する実態調査

承 経済産業
省

3年 ○経120
○経121

小 242 非鉄金属第２次製錬・精
製業（非鉄金属合金製造
業を含む）

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 242 非鉄金属第２次製錬・精
製業（非鉄金属合金製造
業を含む）

化学物質の製造・輸入
量に関する実態調査

承 経済産業
省

3年 ○経120
○経121

小 243 非鉄金属・同合金圧延業
（抽伸、押出しを含む）

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 244 電線・ケーブル製造業 機械受注統計調査 承 内閣府 月 〇 但し受注額

小 244 電線・ケーブル製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 245 非鉄金属素形材製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

中 25 金属製品製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3
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中 25 金属製品製造業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 25 金属製品製造業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 25 金属製品製造業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 ２５ 金属製品製造業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 251 ブリキ缶・その他のめっき
板等製品製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 ○

小 253 暖房装置・配管工事用附
属品製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 254 建設用・建築用金属製品
製造業（製缶板金業を含

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 255 金属素形材製品製造業 金属加工統計調査 承 経済産業
省

月 ○ ○ ○経137 ○
経
13
8

○経139 ○経140

小 255 金属素形材製品製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 256 金属被覆・彫刻業，熱処
理業（ほうろう鉄器を除く）

金属加工統計調査 承 経済産業
省

月 ○ ○ ○ ○経137 ○
経
14
1

○経142 ○経143

小 257 金属線製品製造業（ねじ
類を除く）

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

中 26 一般機械器具製造業 機械受注統計調査 承 内閣府 月 〇 但し受注額

中 26 一般機械器具製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 26 一般機械器具製造業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 26 一般機械器具製造業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 26 一般機械器具製造業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 ２６ 一般機械器具製造業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 261 ボイラ・原動機製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 262 農業用機械製造業（農業
用器機を除く）

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 ○

小 263 建設機械・鉱山機械製造
業

建設機械動向調査 承 経済産業
省
国土交通
省

2年 ○経144
○経145

○

小 263 建設機械・鉱山機械製造
業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 ○

小 264 金属加工機械製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 266 特殊産業用機械製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 267 一般産業用機械・装置製
造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 268 事務用・サービス用・民生
用機械器具製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 269 その他の機械・同部分品
製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

中 27 電気機械器具製造業 機械受注統計調査 承 内閣府 月 〇 但し受注額

中 27 電気機械器具製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 27 電気機械器具製造業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 27 電気機械器具製造業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 27 電気機械器具製造業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 ２７ 電気機械器具製造業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 271 発電用・送電用・配電用・
産業用電気機械器具製

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 272 民生用電気機械器具製
造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △
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統　計　マ　ッ　プ （サービス分野以外）
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小 273 電球・電気照明器具製造
業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 ○

小 274 電子応用装置製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 ○

小 275 電気計測器製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 279 その他の電気機械器具製
造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

中 28 情報通信機械器具製造
業

機械受注統計調査 承 内閣府 月 〇 但し受注額

中 28 情報通信機械器具製造
業

科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 28 情報通信機械器具製造
業

賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 28 情報通信機械器具製造
業

退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 28 情報通信機械器具製造
業

労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 ２８ 情報通信機械器具製造
業

エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 281 通信機械器具・同関連機
械器具製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 282 電子計算機・同附属装置
製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 ○

中 29 電子部品・デバイス製造
業

機械受注統計調査 承 内閣府 月 〇 但し受注額

中 29 電子部品・デバイス製造
業

科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 29 電子部品・デバイス製造
業

賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 29 電子部品・デバイス製造
業

退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 29 電子部品・デバイス製造
業

労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 ２９ 電子部品・デバイス製造
業

エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 291 電子部品・デバイス製造
業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

中 30 輸送用機械器具製造業 機械受注統計調査 承 内閣府 月 〇 但し受注額

中 30 輸送用機械器具製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 30 輸送用機械器具製造業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 30 輸送用機械器具製造業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 30 輸送用機械器具製造業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 ３０ 輸送用機械器具製造業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 年 ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 301 自動車・同附属品製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

小 301 自動車・同附属品製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 ○

小 302 鉄道車両・同部分品製造
業

鉄道車両等生産動態
統計調査

指 国土交通
省

月 ○

小 302 鉄道車両・同部分品製造
業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 303 船舶製造・修理業，舶用
機関製造業

造船造機統計調査 指 国土交通
省

月 △ ○ ○
国
１７

小 303 船舶製造・修理業，舶用
機関製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 305 産業用運搬車両・同部分
品・附属品製造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

中 31 精密機械器具製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 31 精密機械器具製造業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

中 31 精密機械器具製造業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施
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中 31 精密機械器具製造業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

中 ３１ 精密機械器具製造業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 313 医療用機械器具・医療用
品製造業

薬事工業生産動態統
計調査

指 厚生労働
省

月 ○ ○ ○ ○厚62 3133動物用医療機械器具
製造業

小 313 医療用機械器具・医療用
品製造業

医薬品・医療機器産業
実態調査

承 厚生労働
省

年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △厚64

小 315 光学機械器具・レンズ製
造業

生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 316 眼鏡製造業(枠を含む） 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 ○

小 317 時計・同部分品製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

中 32 その他の製造業 科学技術研究調査 指 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○ ○ ○総3

中 ３２ その他の製造業 エネルギー消費統計
調査

承 経済産業
省

年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）は延べ床面
積

小 321 貴金属・宝石製品製造業 貴金属流通統計調査 承 経済産業
省

月 ○経146
△経147

小 322 楽器製造業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

小 322 楽器製造業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

小 322 楽器製造業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

小 323 がん具・運動用具製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △

小 324 ペン・鉛筆・絵画用品・そ
の他の事務用品製造業

賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

小 324 ペン・鉛筆・絵画用品・そ
の他の事務用品製造業

退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

小 324 ペン・鉛筆・絵画用品・そ
の他の事務用品製造業

労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

小 328 武器製造業 賃金事情調査 承 中央労働
委員会事
務局

年 ○厚40 ○ ○ ○ ○ ○厚41 ○ ○ ○ ○厚42

小 328 武器製造業 退職金、年金及び定
年制事情調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○厚43 ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

小 328 武器製造業 労働時間、休日・休暇
調査

承 中央労働
委員会事
務局

2年 ○ ○ 賃金事情調査と一緒に実
施

小 329 他に分類されない製造業 生産･出荷集中度調査 承 公正取引
委員会

2年 △
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注　意　事　項
内閣府
(内1) 判断項目
(内2) 経済成長率、予測為替レート、採算為替レート、雇用者数増減率、設備投資額増減率

総務省
(総1) 「総従業者数」以外は研究者として計上されている者のみ把握
(総2) 「研究費」に関するものについて、購入費及び減価償却費を調査
(総3) 「リース料」については、「研究費」に関するもののみ
(総4) ただし、調査を行った3年目に簡易調査を行う
(総5) 個人の経営に係るものは除く
(総6) 事業内容
(総7) 事業所に関する事項（名称及び電話番号、所在地、形態）

企業に関する事項（本所等の名称及び電話番号、所在地、登記上の会社成立の年月、外国資本比率、会社の合併･分割状況、支所数、企業常用雇
用者数、企業の事業の種類、親会社の名称、親会社の所在地及び電話番号、本所の所在地の移転状況、会社の名称の変更状況）

(総8) 業務開始時期など
(総9) 各専門者数の過不足状況等
(総10) 業務内容毎の売上高比率など
(総11) 仕入金額、棚卸高
(総12) 事業主の業況判断
(総13) 事業の開始時期、営業用土地・建物の所有形態、チェーン組織への加盟の有無
(総14) 事業主の年齢、後継者の有無
(総15) 営業上の流動資産、流動負債及び長期借入金額
(総16) 仕入金額、棚卸高
(総17) 納税申告の形態、パーソナルコンピュータの使用の有無、事業経営上の問題点、今後の事業展開、法人化の有無

(総18) 北海道・東北、関東、北陸、東海、近畿、中国・四国、九州、沖縄の８区分

(総19) 北海道、東北、関東、北陸、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄の10区分

(総20) ３大キロ圏、都道府県ブロックの２区分

財務省
(財1) 勤続年数別
(財2) 給与所得者の扶養親族数、各種所得控除、税額
(財3） 決算期

文部科学省
(文1) 研究費の増減見込み
(文2) 体育・スポーツ施設の状況
(文3) 研究者の増減見込み
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(文4) 所在市町村人口規模別

厚生労働省（中央労働委員会事務局を含む)
(厚1) 労働争議の総参加人員、行為参加人員、労働損失日数、要求事項
(厚2) 労働組合の種類、存廃等状況、適用法規、企業の全常用労働者数階級
(厚3) 労働組合員数、労働組合数
(厚4) 労働組合数、労働組合員数、加盟組織系統等の状況
(厚5) 職種別出稼労働者数
(厚6) 平均税込み賃金月額
(厚7) 企業全体の全常用労働者数階級
(厚8) 労働災害の発生状況
(厚9) 主な生産品名又は事業の内容、企業全体の常用労働者数階級
(厚10) 定期健康診断の費用の負担
(厚11) 健康管理対策の実施に関する事項
(厚12) 事業の内容
(厚13) 職種、賃金形態
(厚14) 入職者数・離職者数
(厚15) 主要製品（事業内容）、企業全体の常用雇用者数階級
(厚16) 就業形態別、雇用形態別、学歴別、勤続年数、職種・役職
(厚17) 超過労働給与額、所定内給与額、新規学卒者の初任給額
(厚18) 所定内労働時間、超過労働時間
(厚19) 事業内容又は主たる製品名
(厚20) 賃金の改定状況（19年）
(厚21) 主要製品（事業内容）、企業全体の常用雇用者数階級
(厚22) 所定内賃金（17年）、諸手当（17年）現物給付の費用(18年）、退職給付（一時金・年金）等の費用(18年）、法定福利費(18年）、教育訓練費(18

年）、募集費（18年）、その他の労働費用（18年）、派遣労働者関連費用(18年）、退職給付（一時金・年金）制度（20年）
(厚23) 通勤関連施策（17年）、職場外の生活設計（17年）、年俸制（18年）、福利厚生制度（19年）
(厚24) 主な生産品名又は事業の内容、企業全体の常用労働者数階級
(厚25) 職場環境に関する事項、有害業務従事労働者の健康管理に関する事項、有害業務の作業環境に関する事項、科学物質管理に関する事項、深夜業務

に関する事項
(厚26) 事業所の種類、企業全体の常用労働者数階級
(厚27) コンピュータ機器の使用状況、ＶＤＴ作業対策、ＶＤＴ作業による衛生面の問題、ＶＤＴ健康診断に関する事項、ＭＥ機器の使用に関する事項
(厚28) 労働組合員の平均年齢、労働組合の組織率
(厚29) 企業組織の再編等と労働組合の対応、賃金・退職金制度の改定と労働組合の対応、就業形態の多様化と労働組合の対応に関する事項
(厚30) 労働組合の別組合、組織率
(厚31) 労働協約の締結状況、労働協約等の運営状況
(厚32) 企業内・企業外上部組織の有無、労働組合の組織率
(厚33) 団体交渉、労働争議、労使間の諸問題の解決手段に関する事項
(厚34) 組合の組織状況、組合役員等、組合活動に関する事項
(厚35) 主な生産品又は事業内容
(厚36) ①労働組合の有無、②勤続年数、職種、就業形態、役職
(厚37) 労使コミュニケーション、労使協議機関、職場懇談会、苦情処理、労働組合に関する意識、個人の処遇等に関する不平・不満の処理方法に関する
(厚38) 全労働者に占める非正社員の比率、非正社員を雇用する理由、非正社員の活用上の問題点
(厚39) 各種制度
(厚40) 労働組合が属している上部団体名
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(厚41) 学歴別
(厚42) 賃金改定額と配分状況
(厚43) 退職一時金制度、退職年金制度の適用状況
(厚44) 雇用の動向、労働者の過不足感、雇用調整等の実施状況
(厚45) 労働時間の動向
(厚46) 生産・売上等の動向と増減（見込）理由
(厚47) 主な事業の内容、企業全体の常用雇用者数階級
(厚48) 職種、雇用形態、賃金形態
(厚49) 企業全体の常用労働者数階級
(厚50) 安全衛生管理体制に関する事項、安全衛生活動に関する事項、労働災害に関する事項、労働災害防止対策に関する事項
(厚51) 完成工事高、工事現場数
(厚52) 安全衛生管理体制、下請工事に関する事項、元請工事に関する事項
(厚53) ・勤続年数、・職種又は仕事の内容
(厚54) ・基本給、・諸手当（精皆勤・通勤・家族手当）
(厚55) ・賃金改定の状況
(厚56) ・基本給、・諸手当（精皆勤・通勤・家族手当・その他の手当（ただし賞与等除く））
(厚57) 委託者数（業種別、性別、類型別）、家内労働者数（業種別、性別、類型別）
(厚58) 名称、所在他、事業内容、家内労働者に委託している業務の内容
(厚59) 家内労働者への委託に関する事項、工賃に関する事項、安全衛生に関する事項等
(厚60) 名称、所在他、事業内容
(厚61) 在宅就業者への発注に関する事項、契約条件に関する事項等
(厚62) 生産、出荷、在庫金額・数量
(厚63) 用途別医薬品売上高
(厚64) 用途別医療機器売上高
(厚65) 13地域ブロック（北海道、東北、北関東、南関東、北陸、東海、近畿、京阪神、山陰、山陽、四国、北九州、南九州）別表章
(厚66) 4地域ブロック（関東、東海、近畿、その他）
(厚67) A（千葉、東京、神奈川、愛知、大阪）、B（栃木、埼玉、富山、長野、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、広島）、C（北海道、宮城、福島、茨

城、群馬、新潟、石川、福井、山梨、岐阜、奈良、和歌山、岡山、山口、香川、福岡）、D（青森、岩手、秋田、山形、鳥取、島根、徳島、愛
媛、高知、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄）

農林水産省
(農1) 個人経営体調査のみ対象
(農2) 会社及び共同経営体調査のみ対象
(農3) 北海道、東北、関東、北陸、東海、近畿、中四、九州の８ブロック
(農4) 北海道、東北、北陸、関東・東山、東海、近畿、中国、四国、九州の９ブロック別
(農5) 北海道、東北、北陸、関東・東山、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄の10ブロック別
(農6) 北海道、東北、北陸、関東・東山、北関東、南関東、東山、東海、近畿、中国、山陽、山陰、四国、九州、北九州、南九州、沖縄の１７ブロック
(農7) 北海道太平洋北区、太平洋北区、太平洋中区、太平洋南区、北海道日本海北区、日本海北区、日本海西区、東シナ海区、瀬戸内海区の９大海区別
(農8) 養殖の種類ごとの主な産地(例:三陸、瀬戸内、東京湾、有明海等)

経済産業省
(経1) 本社又は本店の所在地のみ把握
(経2) 月末常用従業者数
(経3) 生産額
(経4) 生産重量、出荷重量、在庫重量
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(経5) 鉱山名、鉱区番号
(経6) 月末鉱山労働者数（保安統括者及び保安技術職員を除く鉱山労働者、保安統括者及び保安技術職員、合計）、稼働延人員（保安統括者及び保安技

術職員を除く鉱山労働者、保安統括者及び保安技術職員、合計）
(経7) 稼働延時間（保安統括者及び保安技術職員を除く鉱山労働者、保安統括者及び保安技術職員、合計）
(経8) 事由別災害回数、事由別保安統括者及び保安技術職員を除く鉱山労働者（死亡者数、負傷者数（重傷、軽傷）、合計）、事由別保安統括者及び保

安技術職員（死亡者数、負傷者数（重傷、軽傷）、合計）、事由別総計（死亡者数、負傷者数（重傷、軽傷）合計）、事由別損失日数

(経9) 従業者数の増減見通し
(経10) 有形固定資産の増減見通し、有形固定資産の見通しが増加の場合の目的
(経11) 実績及び増減見通し（自国内販売高、日本向輸出額、日本以外の第三国向輸出額、企業内取引（日本の本社企業向輸出高、日本の本社企業からの

輸入高））

(経12) 通貨コード（３ヶ月値若しくは半年値）
(経13) 購入電力支払金額（一般電気事業者・管外一般電気事業者・特定規模電気事業者・合計）
(経14) 自家用発電設備届出又は認可最大出力、自家発電設備見込み届出又は認可最大出力、自家用発電設備の増減出力（新設分（３年度見込）、増設分

（３年度見込）、休止分（３年度見込）、廃止分（３年度見込））、現在の自家用発電設備の内訳（原動力の種別、使用燃料、届出又は認可最大
出力、発電形態、運転形態、系統並列の有無、現在発電電力量）

(経15) 契約電力量（（契約電力（現在、３年度見込）、自家発補給電力量（現在、３年度見込））、契約（補完供給）最大電力量、変更契約予定量（増
（３年度見込）、減（３年度見込））

(経16) 企業の決算月、外国資本の比率、企業の設立形態、事業組織別事業所数、子会社・関連会社の新規設立、親会社の名称、所在地、業種、出資比
率、消費税の取扱

(経17) 事業組織別常用従業者数
(経18) 有形固定資産の増減、関係会社への投資額等、特許権等の所有，使用状況と技術取引
(経19) 営業外損益、経常利益、税引き後当期利益、費用の内訳、自社鉱産品・製造品売上高、加工賃収入額、卸売・小売，飲食・宿泊売上高、サービス

事業収入額、その他の事業収入額、売上高，仕入高の取引状況、地域別の輸出額及び輸入額、商品類別の輸出額及び輸入額、外注費、研究開発費

(経20) 情報化関連投資状況（投資対象の種類、パーソナルコンピュータの保有台数）

(経21) コンピュータ・ネットワークの利用の有無、ストックオプション制度の導入に状況、株式会社設立の検討状況

(経22) その他年間現金支給額（退職金及び解雇予告手当，災害補償給付金，帰郷旅費，諸給付金等）
(経23) 生産金額、その他（間接的に得られた）収入額、投入額（原料使用額、資材使用額、燃料・電力使用額、その他支出額、減価償却費）
(経24) 生産数量
(経25) 業種分類、外資比率、外国側筆頭出資者名、外国側筆頭出資者の国籍、決算月、操業状況、外国投資家の株式又は持ち分が３分の１を超えた事

由、消費税の取扱

(経26) うち、外国側からの出向・派遣者数
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(経27) 資産、資本のみ
(経28) 固定資産（土地関係、建物関係）、短期借入金、債務保証による借入金
(経29) 輸出高、外国側出資者への売上高、売上高次年度見込額、輸出高の地域別割合、仕入高、輸入高、外国側出資者からの仕入高、輸入高の地域別割

合、営業費用内訳（荷造運搬費、減価償却費、賃借料）、外国側出資者への支払費用（配当金・買入金利息・ロイヤルティ）、研究開発費、経常
利益、税引後当期利益、利益処分（役員賞与、配当金、当期内部留保額、内部留保残高（前年度末））

(経30) 設備投資の外国側出資者引受額
(経31) 本社企業調査：業種分類、消費税の取扱、調査対象海外現地法人の有無、操業状況
(経32) 現地法人調査：国分類、州・省分類、業種分類、決算月、日本側出資比率、操業状況、清算，撤退・移転の時期、清算，撤退・移転の要因
(経33) 本社企業調査：輸出高、現地法人向け輸出高
(経34) 現地法人調査：日本向輸出額、現地販売額、第三国向輸出額（北米、アジア、ヨーロッパ、その他地域）、仕入高、日本からの輸入額、現地調達

額、第三国からの輸入額（北米、アジア、ヨーロッパ、その他地域）、販売費・一般管理費、営業費用内訳（荷造運搬費、賃借料、減価償却
費）、経常利益、税引後当期利益、当期内部留保額、前年度末内部留保残高、日本側出資者向支払費用、研究開発費

(経35) 現地法人調査：資金調達日本側出資者引受額、日本側からの輸入による設備調達額
(経36) 現地法人調査：海外進出の動機、将来経営計画、機能ごとの将来計画、製造機能の製造形態と技術水準、海外生産活動と日本国内生産活動の関連
(経37) ３００人未満、３００人以上の区分でのみ把握
(経38) 大気汚染防止施設（実績額、実績見込額、計画額）、水質汚濁防止施設（実績額、実績見込額、計画額）、騒音・振動防止施設（実績額、実績見

込額、計画額）、産業廃棄物処理施設（実績額、実績見込額、計画額）、公害防止関連施設（実績額、実績見込額、計画額）、施設の種類別現在
設置している公害防止施設（取得価格、残存価格）、施設の種類別特定公害防止施設に対する施設投資額（実績額、実績見込額、計画額）、施設
の種類別租税特別措置法上特別償却の対象となっている公害防止施設投資額（実績額、実績見込額、計画額）

(経39) 産業分類、稼働（状況、事由発生年月、規模の指標（延床面積、飼育頭数（豚、馬、牛）、その他）、稼働日数、稼働開始時刻、稼働終了時刻）
(経40) 出荷額等
(経41) 用水量、総排水量、処理水量、未処理水量、排水処理方法、項目別排水濃度等、有害物質の種類別使用・製造の有無，排水濃度等
(経42) ５人以下、６人～２０人、２１人以上の区分でのみ把握
(経43) 総販売額は、７千万円以下、７千万円超２億４千万円以下、２億４千万円超の区分でのみ把握。業種別では百万円単位で実額を把握
(経44) 業務別販売額（農林業、漁業、製造業、卸・小売業、飲食店、その他の業）
(経45) 容器包装別容器包装利用・製造等の形態別利用事業者としての義務のみを負う事業者と容器利用事業者及び容器製造等事業者別に容器包装利用商

品販売額、容器の販売額、国内出荷量、容器・製造等の出荷対象業種別単位別，種類別販売額
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(経46) 容器包装別容器包装利用・製造等の形態別利用事業者としての義務のみを負う事業者と容器利用事業者及び容器製造等事業者別に容器包装の利用
の量（輸出品利用量、国内利用量、自主回収認定容器利用量、容器包装利用量、自主回収認定容器分を除く容器包装、業務用の出荷容器包装量、
家庭系排出率）、利用（国内出荷量、回収容器量、うち業務用出荷容器量）、容器・製造等の出荷対象業種別単位別，種類別の量

(経47) 社内・外部別情報処理要員数
(経48) 情報処理関係支出（合計，支出区分別）、情報処理関係支出の見込額と内訳構成比率（コンピュータ関連、通信機器関連、その他情報機器関連、

ソフトウェア関連、サービス関連、その他）

(経49) 業務別情報システムの取組状況、BtoB、BtoG及び業務連携の状況、ECのメリット、ECの課題、CIOの選任状況、IT人材育成の状況、受発注システ
ムと他の業務システムとの連携状況、全体最適化の阻害要因について、IT投資効果の状況、情報セキュリティの現状、情報セキュリティの対策状

(経50) コンピュータを利用する一般職員・情報処理要員等の一人当たり年間労働時間（一般社員、情報処理要員（プログラマ数、SE数、ネットワーク管
理者数、システム企画・管理者、その他））

(経51) ソフトウェア制作費内訳（販売目的の内訳（労務費、外注加工賃、経費）、自社利用の内訳（労務費、外注加工賃、経費））、無形固定資産のソ
フトウェア内訳（ソフトウェア購入費、ソフトウェア制作費（販売目的、自社利用））別当期末残高・前期末残高、有形固定資産のソフトウェア
内訳別当期増額・当期償却費・当期減少額

(経52) 情報処理関係諸経費（合計，費用区分別）、情報処理関係諸経費の見込額と内訳構成比率（ハードウェア関連、ソフトウェア関連、サービス関
連、通信関連費・人件費・その他）

(経53) 情報関連通信機器当期の投資額、構成比、減価償却方法（定率法・定額法）、その他の機械設備当期の投資額、構成比、減価償却方法（定率法・
定額法）、情報通信関連機器およびソフトウェアについて実際の償却期間が法定耐用年数と１年以上異なる場合の償却期間

(経54) コンピュータの導入形態別・保有形態別台数、ネットワーク利用状況、インターネットの利用状況数（電子メールID数，ドメイン登録の件数）、
インターネット利用予定の有無、コンピュータシステムに接続している通信回線の種類別の料金、適用業務別情報システムの取り組み状況、情報
システムの種類別情報システムの構築状況、情報システム導入による効果、ＥＣを行っている品目に関する業務別情報システム活用の有無、ECの
取引形態別取引高、情報セキュリティの現状、情報セキュリティの対策状況、ＩＴ投資促進税制（認知度，影響度・理由、優先措置の考慮の有
無、減税相当分の資金を投資に使用する有無、投資先、予定のIT投資内容）、ネットワークシステム導入の効果、情報通信システム部門の位置づ
け、CIO担当官の有無、CIOの経営参加の有無、情報化投資の実施に伴う（組織・業務体制の見直し状況・効果・人的対応）の実施形態、テレワー
クの実施場所別会社員に対するテレワーカーの（割合・今後の動向・実施形態）、テレワークを実施の（職種、効果、全体・管理職・男女別の割
合）、テレワークの現在の状況、テレワークの賃金制度
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(経55) 産業財産権（特許、実用新案、意匠、商標）、知的財産権（産業財産権、育成者権、著作権他知的財産権法に定める権利）
(経56) グループ企業の有・無
(経57) 業種分類
(経58) 研究関係従業者数、知的財産担当者数、うち社内弁理士数

(経59) 知的財産担当者の雇用にかかる費用
(経60) 営業利益、経常利益、研究費、知的財産活動費（うち出願系費用、うち補償費、うちその他費用）、出願系費用のうち、産業財産権別の出願・審

査に要した費用、権利維持費用）
(経61) 届出された発明、考案及び創作の実績（うち出願しなかった件数、出願した件数）、産業財産権別国内外地域別出願件数、審査請求件数、技術評

価請求件数、更新申請件数の実績と今後の見込み、産業財産権別実施状況（権利所有件数、うち利用・未利用件数、自社実施、他社実施許諾件数
等）、国内外別（米国、欧州、アジア、その他）、知的財産権別、グループ内外別ライセンス収支金額、産業財産権別権利譲渡・譲受金額、知的
財産権別訴訟件数

(経62) 知的財産権別訴訟の立場（訴える場合、訴えられる場合）別地域（日本、米国、欧州、アジア）別訴訟相手（日本企業、米国企業、欧州企業、ア
ジア企業）別知的財産権侵害に関する訴訟件数

(経63) 販売価額
(経64) 製造原価
(経65) 販売価格構成費、間接材料費内訳、直接材料費内訳、燃料・動力費、減価償却費、その他の間接経費内訳、屑・副産物の売却、販売費・一般管理

費、その他
(経66) 年間出荷額
(経67) 年間生産額、年間自工場消費額、消費地域別出荷内訳比率
(経68) 国内設備投資向販売高の産業別内訳（民間向、官公庁及び公的企業向）、建設投資向販売高、原材料向販売高、消費者向販売高、輸出向販売高

(経69) 鉱山名、鉱山所在地
(経70) 鉱床名、鉱区番号、埋蔵鉱量（鉱量（鉱種コード、鉱量）、品位、含有量）、可採粗鉱量（標準分類品位（標準分類コード）、鉱量（鉱種コー

ド、鉱量）、品位、含有量）、採取実取率、ズリ混入率、実取鉱量、不純物含有率

(経71) 部門別月末従業者数
(経72) 月末在庫量
(経73) 販売金額
(経74) 生産量、受入量、消費量、出荷量（販売、その他）
(経75) 自家用発電設備届出又は認可最大出力、自家発電設備見込み届出又は認可最大出力、自家用発電設備の増減出力（新設分（３年度見込）、増設分

（３年度見込）、休止分（３年度見込）、廃止分（４年度見込））、現在の自家用発電設備の内訳（原動力の種別、使用燃料、届出又は認可最大
出力、発電形態、運転形態、系統並列の有無、現在発電電力量）

(経76) 契約電力量（（契約電力（現在、３年度見込）、自家発補給電力量（現在、３年度見込））、契約（補完供給）最大電力量、変更契約予定量（増
（３年度見込）、減（４年度見込））
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(経77) ３００人以下、３０１～１０００人、１００１～５０００人、５００１人～の区分でのみ把握
(経78) 長期資金運用実績額、実績見込額、計画額（取得設備投資所要資金、投融資額、短期資金への振替）、長期資金調達実績額、実績見込額、計画額

（株式、社債、資産の流動化によるもの、政府系金融機関借入金、民間金融機関借入金、内部資金（うち減価償却））、短期資金実績額、実績見
込額、計画額（受取手形・売掛金、支払手形・買掛金）

(経79) 実績額、実績見込額、計画額
(経80) 機械機器等及び情報化機器のみ把握
(経81) 今後の設備投資計画の見通し、設備投資が増加する要因、設備投資額が減少する要因、情報化関連投資の目的、２～５年後の情報化関連投資につ

いての考え、研究開発設備投資額（器具及び備品、機械及び装置）、取得設備投資額の投資目的別構成比（生産能力増強（うち店舗の新設）、更
新，維持・補修、研究開発、省エネルギー・新エネルギー、環境保全投資、合理化・省力化、その他）、今後設備投資するに当たっての目的、機
器別設備投資額、海外における設備投資額

(経82) 今後の借入残高の見通し、借入の要因、最近１年間での取引状況の変化、状況変更の可能性、新たに借入する金融機関を選択する際の基準として
最も重要な項目、直接金融による調達に関する方針、直接金融による資金調達に関して今後整備すべき具体的課題、格付機関の格付に関し要望す
る事項、投資・財務戦略を検討する上でアロウンダビリティーの視点から最も重視するステークホルダー、収益力向上策の重視点、収益力向上施
策の重視点、事業投資の意志決定に際して事業採算性を判断する手法、投資サイクルの外部開示するにあたって障害となる事項、信用取引を行っ
ている相手企業数、信用取引を行っている相手企業数の変化、支払手形・買掛金の平均的サイト、受取手形・売掛金の平均的サイト

(経83) 消費税の取扱
(経84) 取引金融機関（メインバンク）の種類・借入条件・借入申込みへの対応
(経85) 営業外損益、経常利益、税引き後当期利益、売上原価の内訳（商品仕入原価、材料費、労務費、外注費、減価償却費、その他経費）、費用の内訳

（地代家賃、水道光熱費、運賃荷造費、販売手数料、広告宣伝費、交際費、減価償却費、租税公課、その他経費）、売上高・営業収益の内訳、主
たる事業の種類、中小企業者等の少額減価償却資産の取得金額の損金算入の特例（租税特別措置法）適用した損金算入金額、リース契約物件

(経86) 工事の受注（（元請・下請別受注金額、うち公共事業の元請・下請別受注金額）

(経87) 調査年度及び調査前年度の設備投資額の投資目的別構成比
(経88) 工事の受注（元請・下請別発注元数、うち公共事業の元請・下請別発注元数）

(経89) 製品の仕入先・販売先の種類別割合、販売地域範囲
(経90) 月間実働延人員
(経91) 月間生産能力
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(経92) 生産数量、生産重量、受入数量、受入重量、消費数量、消費重量、出荷数量、出荷重量、在庫数量、在庫重量原材料受入重量、原材料消費重量、
原材料在庫重量

(経93) 燃料消費量、電力購入量、自家発電量、電力消費量、電力月末在庫量
(経94) 燃料受入量、燃料払出量、燃料月末在庫量、蒸気受入量、蒸気発生量、蒸気消費量、蒸気払出量

(経95) 前月実績生産量、当月生産見込量、翌月生産見込量
(経96) 最終親企業から見た何次下請
(経97) 主要親企業との取引状況（受注量（前年同月比）、受注単価（前年同月比）、受注残（不足・適性・過大）、受取手形サイト日、受取現金比率、

支払手形サイト日、支払現金比率、収益動向（売上高純利益率、低下した場合はその理由）、経営環境（受注の見通し、借入見通し、資金繰り状
況）、主要製品名

(経98) 自家用発電設備届出又は認可最大出力、自家発電設備見込み届出又は認可最大出力、自家用発電設備の増減出力（新設分（３年度見込）、増設分
（３年度見込）、休止分（３年度見込）、廃止分（５年度見込））、現在の自家用発電設備の内訳（原動力の種別、使用燃料、届出又は認可最大
出力、発電形態、運転形態、系統並列の有無、現在発電電力量）

(経99) 契約電力量（（契約電力（現在、３年度見込）、自家発補給電力量（現在、３年度見込））、契約（補完供給）最大電力量、変更契約予定量（増
（３年度見込）、減（５年度見込））

(経100) 外資比率
(経101) 立地工場の予定従業者数
(経102) うち地場雇用者数
(経103) 用地取得額、用地取得年月、建設工事着工予定年月、操業開始予定年月、敷地面積、建築予定面積、延べ建築予定面積
(経104) 工場予定機能、工場敷地内に研究開発機能を付設する予定の有無と主な地目、立地地点・工場移転等の概要、立地地点からの距離（国道、高速道

路I.C、港湾ふ頭、空港、新幹線駅、人口１５万人以上の都市）、立地地域及び立地地点選定理由、海外立地と比較しての国内立地選定理由、輸
送計画（主要原材料・製品名、量、主な輸送手段、主要取引地域）、地域開発法の指定内容、三圏地域区分、工配による地域区分、都市計画法の
区域区分、都市計画法の用途地域、工場適地調査地区の有無等、農工法の工業等導入地区の有無等

(経105) 他事業所の有無
(経106) 個人業主従業員数と家族従業者の合計人数
(経107) 常用労働者毎月末現在数の合計
(経108) その他の給与（退職金、出向や派遣受入等に係る費用）
(経109) 半製品、仕掛品の価額，工業用地及び工業用水の敷地面積，建築面積，事業所建築面積
(経110) 原材料使用額、燃料使用額、電力使用額、委託生産費、加工賃収入額、修理料収入額、酒税，たばこ税，揮発油税，地方道路税の合計額、製造品

出荷額に占める直接輸出額の割合,リース契約額
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(経111) 年間取得額（建物・建築物（土木設備、建築附属設備を除く）、機械，装置、船舶，車両，運搬具，耐用年数１年以上の工具，器具，備品等

(経112) １日当たりの水源別用水量、１日当たり用途別用水量
(経113) 業種分類
(経114) 主な利用技術、主な製品カテゴリー
(経115) 営業外損益、経常利益、税引き後当期利益、売上原価の内訳（商品仕入原価、材料費、労務費、外注費、減価償却費、その他経費）、費用の内訳

（地代家賃、水道光熱費、運賃荷造費、販売手数料、広告宣伝費、交際費、減価償却費、租税公課、その他経費）、売上高・営業収益の内訳、自
社製造品売上高、加工賃収入の種類、中小企業者等の少額減価償却資産の取得金額の損金算入の特例（租税特別措置法）適用した損金算入金額、
リース契約物件

(経116) 委託の状況（委託金額）、受注の状況（受注金額）
(経117) 調査年度及び調査前年度の設備投資額の投資目的別構成比
(経118) 委託の状況（委託先事業者数）、受注の状況（受注事業者数）
(経119) 製品の仕入先・販売先の種類別割合、販売地域範囲
(経120) 製造・輸入量（調査対象年度製造（出荷）実績、調査対象年度輸入実績）
(経121) 生産・輸入量の記入対象事業者の別、化学物質名等（官報公示整理番号、化学物質名、ＣＡＳ番号）、調査対象外の理由、調査対象となる化学物

質を製造又は輸入の実績機関

(経122) 受入量（生産部門よりの受入、輸入、製造業者・輸入業者よりの購入・融通、販売業者よりの購入、品種振替による増量、石油化学よりの返還、
その他）、払出量（消費者・販売業者向販売、製造業者・輸入業者への販売・融通、輸出、品種振替による減量、自家消費、その他）、在庫量、
払出量（消費者・販売業者向販売量、在庫量）、国別輸入、ボンド輸入、・国別輸出、原油油種別量（受入量（直受入、転入）、消費、出荷（電
力用、石油化学用、その他用）、転送、月末在庫）

(経123) 油槽所等所在地、油槽所等名、油種名別設備基数及び容量、油種別（白油・黒油・ＬＰＧ）都道府県別タンクローリー台数（１０ｋｌ未満、１０
ｋｌ以上１５ｋｌ未満、１５ｋｌ以上２０ｋｌ未満、２０ｋｌ以上）・容量

(経124) 試験部門従業者、輸送部門従業者、委託輸送の場合の実働輸送従業者数
(経125) 需要先別出荷金額
(経126) プラント、ミキサの容量及び基数別設備状況（強制式第１プラント（容量、基数）、強制式第２プラント（容量、基数）、強制式第３プラント

（容量、基数）、傾胴式第１プラント（容量、基数）、傾胴式第２プラント（容量、基数）、傾胴式第３プラント（容量、基数））

(経127) 原材料消費量、生コンクリート需要先別出荷内訳量
(経128) 期末請負従業者数
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(経129) 砕石生産・出荷・月末在庫量（道路用（単粒度砕石、粒度調製砕石、クラッシャーラン、スクリーニングス、上掲以外のもの、合計）、コンク
リート用（単粒度砕石、砕砂、合計）、その他用（割栗石、上掲以外のもの、合計））、電力・燃料使用量（電気、灯油、軽油、重油）、原石採
取量、原石受入量、出荷先（都道府県）別出荷量内訳（道路用、コンクリート用、その他用）、一次クラッシャー公称能力

(経130) 生産工場受入量
(経131) 払出量（本社又は営業所、同種鋼材生産工場・鋼材次行程用、需給対象の販売業者（国内向、輸出向）、その他の販売業者（国内向、輸出向）、

建設業、製造業（鉄鋼業（鉄鋼生産関連設備の拡充・補修用、その他）、その他（一般機械器具、電気機械器具、電気機械器具、自動車、船舶修
理、その他）、その他の諸産業、輸出、計））、在庫量、販売業者受入量、その他受入量、消費者向販売量、販売業者向販売量

(経132) 販売量（他社鋼管冷延用、国内最終消費用（消費者向、販売業者向）、輸出）、在庫量、生産内訳量、鋼管製法別・用途別生産内訳量、内需・輸
出別生産内訳量

(経133) 海外銅鉱受入量内訳（国名、鉱山名、含有金属量）、海外粗銅受入量内訳（国名、精錬所名、含有金属量）、海外鉛鉱受入量内訳（国名、鉱山
名、含有金属量）、海外粗銅受入量内訳（国名、鉱山名、含有金属量）、海外亜鉛鉱受入量内訳（国名、鉱山名、含有金属量）

(経134) 月末在庫量
(経135) 受入量
(経136) 自社生産受入量、委託生産受入量、その他受入量、消費量、出荷量（国内販売、その他）、用途別国内販売量内訳（電気銅、電気鉛、電気亜鉛又

は蒸留亜鉛、ニッケル、銀）、受払量（自家発生・自家生産、受入、消費、出荷）、用途別消費量

(経137) 月間実働延人員
(経138) 用途別販売額
(経139) 原材料消費金額
(経140) 原材料消費量
(経141) 製品加工方法別、製品用途別加工金額
(経142) 原材料・燃料・電力別消費額
(経143) 製品加工方法別加工重量、原材料・燃料・電力別消費量
(経144) 新品建設機械の販売台数（地域別、販売先別）、管理台数（地域別、機種別）
(経145) 建設機械名、建設機械規格、機械コード番号
(経146) 当月生産数量（新産、再生（加工業者から、消費財から））、当月輸入数量、供給量合計、受払量、国内流通受払量（報告者、報告者以外のも

の）、消費部門への払出量、項目別消費需要向け払出量、当月輸出数量、在庫数量

(経147) 再生量（準消費材、宝飾品、私的保有受入・払出量、項目別準消費向け払出量

(経148) 都道府県別、東京特別区、政令指定都市別
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(経149) 経済産業局別
(経150) 工業地区別
(経151) １㎞メッシュ、500ｍメッシュ
(経152) 検尺完了日、陸揚地、検尺数量、油種名、ＡＰＩ度、硫黄分、船積完了日、積出港、船舶名称、用船区分、送主、原供給者、船積数量、ＦＯＢ、

運賃総額、保険料総額、ＣＩＦ総額、基準運賃

(経153) 北海道、東北、関東、中部、近畿、中国、四国、九州、沖縄の９ブロック
(経154) 参考表として１企業あたりの平均値を公表

国土交通省
(国1) 本社所在地都道府県名
(国2) たな卸資産額
(国3) 減価償却実施額（設備投資額に係るもの（建設仮勘定及び建設仮勘定から本勘定に振り替えたものは除く）は、減少分（１５年度中に減失等によ

り資産勘定から除去した額の合計 （中古品やスクラップの純販売額を除く。））を含む。

(国4) 設備投資額は、土地、中古資産及び住宅建設費は除く。
(国6) 本社所在地
(国7) 水害被害を受けた事業所の従業者数
(国8) 保有建設機械の取得価格、稼働日数及び修理費
(国11) 搬出入貨物の発着地等
地域表章
ブロック別
(国12) ブロック別「北海道、東北、関東・甲信、東海、北陸、近畿、中国、四国、九州・沖縄」
(国15) ブロック別「北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州、沖縄」
(国16) ブロック別（調査結果の一部の集計表）「北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州」
(国17） ブロック別「北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、神戸、中国、四国、九州・沖縄」
市町村別
(国14) 「県庁所在市及び政令指定都市」
その他
(国13) 「三大都市圏（東京圏・大阪圏・名古屋圏）及び地方圏」
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環境省
(環1) 産業廃棄物排出量、産業廃棄物処理状況
(環2) ばい煙発生施設からのばい煙発生量
(環3) 延床面積
(環4) 事業場ごとの従業者数
(環5) 飼育頭数

人事院
(人1) 企業の主な事業内容、所在地
(人2) 正社員の人数
(人3) 個人別４月分給与総額
(人4) 企業の常勤従業員数
(人5) 育児休業、福利厚生、健康安全、労働災害の法定外給付の制度
(人6) 地域手当支給区分の１級及び非支給地に所在する事業所の初任給

日本銀行
(日1) 主要製商品名
(日2) 投資有価証券、短期所有有価証券、現金・預金、社債、CP
(日3) 営業利益、経常利益、当期純利益
(日4) 土地投資額、ソフトウェア投資額
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